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日本国政府

理事長・監事の任命
中期目標の指示、

中期計画の認可 等

中期計画の
作成・認可申請

年度計画の作成、届出

全額出資

国土交通大臣
および

財務大臣
1 .【フラット３５】の着実な推進

2 . 優良住宅の取得に対する支援 
（【フラット３５】Ｓ）

3 .災害復興住宅融資 等

住宅金融支援機構

政府・政策との一体性

✓ 我が国の
住生活の向上に貢献

✓ 国民生活の安定と
社会福祉の増進に寄与

✓
国民の住生活の基盤である
住宅建設等に必要な資金を
円滑かつ効率的に融通

住生活基本計画に基づき、
政策実施機関として施策を実施

ほっと安らげる住まいも。
思いっきり趣味を楽しめる住まいも。 

住まいに求めるしあわせは、人により時代により
さまざまな形があります。

住宅金融支援機構は住宅金融を通じて
さまざまな ｢住まいのしあわせ｣ を 
お客さまや関係機関のみなさまと
ともにつくり上げていきたいと思います。

住まいのしあわせを、ともにつくる。 

それが住宅金融支援機構の使命です。
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経営理念
Mission

目指す姿
~住宅金融のプロフェッショナルとして~

Vision

価値観
Values

経営理念体系

“お客さまの「安心」と「満足」のために”　
誠実・迅速・実行

私たちは、時代とともに変化する「住まいのしあわせ」を、
「ともにつくる」プロフェッショナル集団であり続けたい。

長期ビジョン ~住宅金融支援機構 Vision 2035~

私たちは、自立的で、透明性・効率性の高い経営のもと、
顧客価値の創造を目指して
多様な金融サービスを提供することにより、
住宅金融市場における安定的な資金供給を支援し、
我が国の住生活の向上に貢献します。

パーパス・理念

住まいのしあわせを、
ともにつくる。
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　住宅金融支援機構（本報告書においては「機構」といいま 
す。）は、このたび、広くお客さま、投資家等のステークホル
ダーの皆さまに機構の持続的な価値創造に向けた取組を理
解いただくことを目的に「統合報告書2025」を作成しました。
　編集にあたっては、独立行政法人等の保有する情報の公開
に関する法律（平成13年法律第140号）の趣旨および IFRS 
財団が提示する国際統合報告フレームワーク等を参考にし、
機構の事業モデルを提示するとともに、「機構の全体像」「価
値創造ストーリー」「「住まいのしあわせ」を創出する取組」を
通じて持続的な価値創造の仕組みを統合的に説明しています。

参考にしたガイドライン
⚫ 国際統合報告フレームワーク（IFRS 財団）
⚫ 価値協創ガイダンス（経済産業省）
⚫ GRIスタンダード（Global Reporting Initiative）
⚫ SASBスタンダード（米国サステナビリティ会計基準審議会）

報告対象
期間: 令和6年4月~令和7年3月（一部、令和7年4月以降の情報

を含みます。）
範囲: 独立行政法人 住宅金融支援機構

発行時期
令和7年7月（次回発行予定:令和8年7月）

各種開示資料について
機構では、本報告書のほかにも、事業活動について説明責任を果
たすため、各種資料を発行・開示し、機構サイトで公開しています。
主な資料は、以下のとおりです。
これら以外にも多数の資料を、機構サイトに掲載しています。
⚫ 業務実績等報告書・業務実績評価調書
　 中期計画・年度計画に基づいて行った業務の実績と自己評価を

掲載しています。
　 国土交通大臣および財務大臣が作成する評価調書では、評価結

果も併せて掲載されています。
⚫ 決算概要
　 機構の財務状況について、要点を整理しています。勘定別の財務

状況もご覧いただけます。
⚫ 決算報告書
　 法人全体と勘定別に、予算・決算の状況を開示しています。
⚫ 事業報告書
　 政策実施機能の発揮に係る全体像や業務運営の状況等につい

て掲載しています。
⚫ 季報「住宅金融」
　 住宅金融に関する話題、機構の取組等をお届けする広報誌です。

本誌の計数について
（1）単位未満の計数
　 金額の単位未満は四捨五入しています。また、比率（%）は原則と

して小数点第2位を四捨五入しています。したがって、合計欄の計
数は、内訳を集計した計数と一致しないことがあります。

（2）表示方法
　 単位に満たない場合は「0」と、計数の全くない場合は「‒」と表

示しています。

将来見通しに関する注意事項
本報告書には将来の見通しに関する記述が含まれています。これら
の記述は、本報告書作成時点の判断に基づくものであり、リスクや
不確定要素を含んでいます。今後、さまざまな要因により、これらの
見通しとは大きく異なる可能性があります。

S P O T L I G H T

理事長メッセージ
いつの時代も、住まいはしあわせの原点
です。これからも機構が「住まいのしあ
わせを、ともにつくる。」存在であり続けら
れるよう、ステークホルダーの皆様ととも
に新たな挑戦を止めることなく進化を続
けて参る決意です。

住宅金融支援機構のあゆみ
私たちの住宅金融の取組は、住宅金融公
庫を設立した昭和25年から始まり、平成
19年からは民間金融機関を支援する証
券化支援業務に主要業務を転換しました。
社会環境の変化に応じて事業を進化させ、
ステークホルダーに支えられて歩み続け
ています。

私たちの事業
民間金融機関による全期間固定金利の
住宅ローンの提供を支援する証券化支援
事業を行うとともに、住宅融資保険制度
を通じて民間金融機関の資金供給を支援
しています。また、政策上重要で民間金融
機関では対応困難な分野の資金融通等
を行っています。

私たちの提供価値
政策実施機関として住生活基本計画の目
標を重要課題とし、社会課題の解決に取
り組んでいます。これまで培ってきたネッ
トワークやノウハウを活かし、長期固定金
利による「安心」の提供等を通じて、豊か
な住生活の実現に貢献しています。

「住まいのしあわせ」を創出する取組
金融リテラシー向上やデジタル技術活用
等の機構の取組を、職員インタビューやス
テークホルダーからのコメントを交えて紹
介します。

C O N T E N T S

01   パーパス・理念
03   編集方針・CONTENTS
05   理事長メッセージ

機構の全体像 11   住宅金融支援機構のあゆみ
15   中期目標・中期計画

15   第四期中期目標・中期計画に係る実績
16   第五期中期目標・中期計画

価値創造ストーリー 17   価値創造プロセス
19   私たちの事業
21   私たちの提供価値

21   VALUE1  幅広い世代・立場を支える住まいとコミュニティ
23   VALUE2  住まいの進化で脱炭素社会へシフト
25   VALUE3  災害に強い、負けない住まいと地域づくり
27   VALUE4  地域社会を支える住宅ストックの保全・活用
29   VALUE5  安心で多様なライフスタイルを叶える住まいの安心

31   財務・非財務ハイライト
35   役員一覧

「住まいのしあわせ」を
創出する取組 

39   副理事長インタビュー
41   人に寄り添う取組

41   金融リテラシー向上の取組 
45   お客さまコミュニケーション 
47   人財 
50   働きやすい職場環境
54   人権

55   デジタル技術活用と今後のDX展開
55   デジタル化プロジェクト担当者座談会

59   関係機関との連携・支援
59   ステークホルダーとの連携 
61   住宅金融に関する調査
62   国際対応
63   資金調達

64   環境への取組
64   脱炭素社会の実現に向けた取組
65   TCFD提言への対応

67   ガバナンス
67   コーポレートガバナンス
69   コンプライアンス
70   リスク管理
71   事業継続計画（BCP）
71   情報セキュリティ
71   個人情報保護
72   内部監査
73   カイゼン活動

74   コーポレートデータ

編集方針・CONTENTS
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能登半島地震と豪雨災害被災者の皆様へ

　初めに、令和6年能登半島地震とその後の豪雨災害で被
災された全ての皆様に、心よりお見舞い申し上げます。
　当機構は、発災直後から国・公共団体を始め多くの関係機
関と緊密に連携しながら被災者支援のさまざまな取組を行っ
てまいりました。仮設住宅へのご入居が進み、倒壊家屋の公
費解体も進捗しつつある現在、機構へのご相談も日を追うご
とに増加しています。

　これからは、「いしかわ型復興住宅モデルプラン集」を参
考に自力再建を目指される方、災害公営住宅を希望される方
等ご要望に応じて、全ての被災者の皆様がそれぞれのお住
まいで平穏な生活を取り戻していただける日まで、当機構は
これまで培ってきた復興支援の知見や経験の全てを投入して
支援を続けてまいりますので、土日を問わず、住まいに関する
ことはどうぞ何なりとご相談ください。

第四期中期目標期間中の成果と今期への展望「変化を止めず、進化を遂げる」

　さて、当機構は、平成19年4月に設立された中期目標管理
型独立行政法人です。
　以来これまで四期18年にわたり、国民の皆様を始め多く
のステークホルダーの方々に支えられ、中期計画に掲げられ
た目標の達成に努めることで、我が国の住生活の質の向上と

地域の住まいを巡る諸課題の解決に向けて期待される政策
実施機能を十分に発揮してまいりました。
　ここで、前期目標期間中の主な成果とそれらを踏まえた第
五期の展望についてご紹介致します。

（1） 幅広い世代・立場のニーズに応じた安心の住宅ローンの提供
　まず、幅広い世代・立場の方々に、全国あまねく良質で安
心な住まいの確保を目指してご提供を続けてきた長期固定住
宅ローンである【フラット３５】のラインアップに、新たに【フ
ラット３５】子育てプラスを追加しました。これは、少子化とい
う国家的課題に対して子育て世帯の住居費負担の軽減を図
るため、こどもの数に応じて金利引下げ幅が最大1%まで拡
大するユニークなもので、地方公共団体の支援との連携や住
宅の性能に応じた金利引下げ制度と組み合わせることでさら
なる金利引下げを受けられることもあり、開始1年余にして今
や【フラット３５】全体の6割に達する方々にご利用いただく

等、大変ご好評をいただいています。また、長期優良住宅の
普及に向けた【フラット５０】も資金調達の工夫等により大変
ご利用しやすい金利となったことで、ご利用が急増しています。
　さらに、ライフサイクルに対応した多様な住まい方の選択が
可能となるよう、子育て世帯には省エネ性能に優れた良質な
賃貸住宅の円滑な供給に資する子育て配慮賃貸住宅の金利
引下げも開始し、こちらもご利用が拡大しています。
　併せて、お住まいの資産価値を生かして長寿社会に相応し
い安心の老後を過ごしていただけるよう、返済を金利負担分
のみとする【リ・バース６０】のご利用も全国に広がっていま

す。さらにより便利に安心してご利用いただけるよう、新たに
固定金利タイプのご提供も開始したところです。【リ・バース
６０】は、住宅ローンの長期化傾向等により高齢世帯が抱え
続ける住宅ローン負担を借換によって軽減する効果があり、

同時に資産価値を維持していく上で必要なリフォーム資金の
確保にも資するため、空き家増大に取り組む先駆的な自治体
による支援と相俟って、空き家問題解決の一助となる点でもさ
らに今後その活用拡大が期待されています。

（2） 脱炭素社会実現とグリーンボンド市場発展への貢献
　次に、我が国の脱炭素社会実現に欠かせない住宅の省エ
ネ・創エネの加速化に資する観点から、国の規制に二年先駆
けて【フラット３５】の新築住宅を対象に省エネ基準適合を
義務化致しました。併せてより高い省エネ性能・創エネ機能
を備えた住宅を対象に金利引下げ幅の大きい【フラット３５】
Ｓ（ＺＥＨ）を導入、地域の先駆的な工務店の皆様にもご利用
が浸透しつつあるところです。
　さらに、立ち後れた既存住宅の省エネ性能向上に向けて、
低金利で省エネ改修を促す【グリーンリフォームローン】を機
構の新たな業務に追加致しました。同制度は、本格的な断熱
工事だけでなく、省エネ設備設置工事も対象となることから、

その活用拡大が期待されていますが、加えて検査の簡素化を
図り、本年10月から融資限度額を一千万円に拡大すること
で、より使いやすいものになります。
　なお、当機構は、グリーンボンドの国内発行機関としても累
計1 .3兆円とトップランナーであり、引き続き、投資家ニーズ
を適確に踏まえ、多様な投資対象となる商品をご提供してい
くことで我が国のグリーンボンド市場等の発展にも貢献して
まいります。
　また、海外の住宅ローン証券化機関との積極的な連携を図
ると共に、邦人企業の円滑な海外進出を支援するため、海外
の住宅市場等各種情報の提供等にも取り組んでまいりました。

理事長メッセージ

長期ビジョン実現へ~
共感力で切り拓く住宅金融の未来

独立行政法人住宅金融支援機構理事長の毛利です。今年度からの第五期中期目標期間のスタートにあたり、 
理事長に再任されました。皆様には引き続きどうぞよろしくお願い申し上げます。
あわせて、日頃より当機構の業務にご理解・ご支援を賜っていますことに厚く御礼申し上げます。

独立行政法人　住宅金融支援機構 
理事長
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（3） 頻発・激甚化する自然災害への対応
　一方、令和6年能登半島地震および豪雨災害を始め、近年
頻発・激甚化が著しい自然災害に対しては、国・公共団体は
もとより、地域支え合いセンター、弁護士・建築士等の専門
家等マルチセクター間の幅広い連携が必要不可欠です。そし
て、被災者お一人お一人の要望や実情に沿って支援の手を
差し伸べる「災害ケースマネジメント」が迅速な復旧復興に
欠かせません。
　機構は、これまで多くの災害対応を通じて蓄積してきた知
見や経験を生かし、被災者支援を第一に、こうした取組を積

極的に支援しています。残念ながら、一般に、被災自治体は
必ずしも災害対応には慣れていませんし、災害とは、「外力×
地域の脆弱性」すなわち、地域の抱える課題を浮き彫りにす
る残酷なものです。だからこそ、被災地の支援にあたっては、
これまで培ってきた機構のノウハウや現場への職員の高い共
感力の発揮が何より重要と考え、引き続き柔軟に被災者ニー
ズに対応できるよう、きめ細やかな配慮と共に復旧復興の加
速に貢献してまいります。

（4） 政策実施機能の最大化 ~ 住生活を巡る課題解決への貢献
　さらに、人口減少に歯止めがかからず、少子高齢化が深刻
な我が国において、既存住宅の資産価値の維持増進を図る
ことは、個人のみならず、地域の価値を維持していく上でも極
めて大切な課題です。例えば、増大する空き家は、地域社会
全体に負の影響をもたらす可能性があり、空き家になる前に
適切なリフォームを施し、資産価値を維持していくことは仮に
空き家となっても市場で流通する可能性を高めるという意味
で、これは、個人はもとより地域社会全体が取り組むべき課
題でもあります。先述の通り、機構は、自宅を担保に適切なリ
フォーム資金を生み出す【リ・バース６０】の活用を公共団体
と連携して推進するとともに、空き家情報を社会で共有し、市
場で適切な活用が進むよう、空き家関連情報サイトを創設し、

公共団体の支援策等必要な情報の提供を行っています。
　また、「二つの老い」といわれるように、築40年を超える高
経年マンションの増大も、我が国の大きな社会課題です。「マ
ンションは管理を買え」と言われて久しいわけですが、マン
ションの適切な管理を促す国の管理計画認定制度や管理業
団体の独自の評価制度の利用を推進するため、管理認定マ
ンションに対し、機構のマンション共用部分リフォーム融資に
係る金利を引き下げると共に、修繕積立金の適切な運用先と
なる【マンションすまい・る債】の金利の上乗せを行っていま
す。今後、管理業団体の独自の取組に対しても同様の金利優
遇を導入する予定です。
　また、【マンションすまい・る債】は、市場動向に応じた的

確な金利の付与等により急速にそのご利用が拡大しており、
必要な時期に適切な大規模修繕が計画的に行われるよう、必
要な技術支援の充実と併せて貴重な修繕積立金等の資金運
用先として一層の魅力向上を図ってまいります。同様に、また、

マンション共用部分リフォーム融資につきましても、引き続き
民間金融市場の整備を図りながら、適切なご利用拡大を図っ
てまいります。

（5）デジタル化の進展と新たなデジタル戦略の策定・推進
　機構では、各種申込手続きの利便性向上に繋がるデジタ
ル化、契約の電子化、さらには信頼を高めるAI審査の導入等
デジタル社会にふさわしいサービスの高度化・手続きの簡素
化を不断に進めてまいりました。例えば災害復興住宅融資の
WEB申込みは、多くの能登半島地震被災者にもご活用いた
だいています。
　こうしたデジタル化の取組は既に一定の段階に達したこと

を踏まえ、今後は、日進月歩の技術をサービスの高度化と新
サービスの提供に投入し、国民の皆様にデジタル社会にふさ
わしい利便性を実感いただけるよう、DX戦略の立案等を担う
「デジタル戦略本部」を新たに設置、既に「デジタル戦略
2035」を策定しました。今後、その具体化を推進してまいり
ます。

（6） 多様性の配慮・不断の追求
　機構は、全国あまねく全ての皆様に機構の住宅ローン利用
機会をご提供するため、例えば団信加入を任意としたり、同
性パートナーにもご利用いただけるようにする等社会の多様
性に配慮、その実現を不断に追求し続けているほか、人権方

針に基づく取組を関係先の皆様とともに推進しています。
　今後とも社会経済の変化や国民の皆様の多様なニーズに
しっかりお応えしてまいります。

（7） パーパスと長期ビジョンを柱に企業価値向上へ
　さらに、第四期中期目標期間中の当機構の特徴的な取組と
して、パーパスとビジョンの策定が挙げられます。いずれも全
役職員の投票と若手を中心とする多くの職員意見を基に定
められたものです。
　今日、パーパスである「住まいのしあわせを、ともにつく
る。」は、繰り返し研修等を行うことで職員の日常業務の中に
浸透し、職員のエンゲージメントの向上と現場への高い共感
力の発揮に繋がりつつあるところです。

　また、当機構として初めて策定した「住宅金融支援機構
Vision 2035」は、目指すべき姿とともに職員からの50を超
える先駆的なアイデアから構成されており、第五期中期目標・
中期計画にもその実現を目指す取組が組み入れられたこと
は、中期目標管理型独立行政法人としては画期的なことだと
考えています。
　引き続き、企業価値向上委員会の下、最適なリスク管理と
合わせて企業価値の最大化を目指して取り組んでまいります。

第五期中期計画の五本柱「パーパスと長期ビジョン、そして未来へ」

　このように、当機構は、前期目標期間中に「変化を止めず、
進化を遂げよう」を合言葉にパーパス達成と長期ビジョン実
現を目指し、住まいを巡る諸課題の解決に向けて総力を挙げ
て取り組んでまいりました。以上ご紹介した成果は、ご理解と
ご支援をいただいたステークホルダーの皆様のお陰であり、
ここに重ねて御礼申し上げます。
　しかしながら、益々高齢化が進み、少子化に歯止めがかか
らない中、格差拡大等新たな課題も生まれる等、住まいを巡
る課題は一層複雑化し、市場メカニズムの中で民間金融機関
を補完する公的金融の果たす役割にもさらなる変化と進化が

求められています。
　このため、第五期中期目標期間におきましては、国から示
された新たな目標の達成に全力で取り組むことはもとより、
前身である住宅金融公庫の時代から蓄積してきた住宅金融
に係る知見・経験をさらに生かし、かつ、市場経済の下で構
築してきた多彩な金融支援ツールにさらに磨きをかけ、変化
する社会経済情勢を見据えてよりタイムリーに国民の皆様の
住生活向上に向けた多様なニーズにお応えできるよう、以下
の取組を重点的に進めてまいります。
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（1） 金利のある世界を踏まえた啓発活動の展開と物価上昇等への対応
　まず第一に、現下の「物価と金利のダブル上昇」がもたらし
ている住宅ローン利用者・利用予定者の方々の不安の声に
的確にお応えするため、J-FLEC（金融経済教育推進機構）と
の連携により、金利のある世界を踏まえた金融リテラシーの
向上を目指し、公的金融機関として公正・客観的な立場から
金利上昇リスクに関する的確な情報を国民の皆様にお伝えし
てまいります。
　併せて、金利上昇局面においても【フラット３５】等長期固
定金利の住宅ローンができるだけアフォーダブルなご負担で

ご利用いただけるようにすることで、そうした不安の受け皿と
なることが必要です。このため、昨年来重ねてきた資金調達
の工夫等機構の自助努力による金利変動緩和対策の継続に
加え、より多くの方々に安心できる長期固定金利住宅ローン
のメリットをご享受いただけるよう、ご利用しやすい金利水準
の実現等具体的な対応策を打ち出してまいります。
　これら二つの取組は、現下の公的金融機関が果たすべき
一体不可分の大切な社会的責務と認識しています。

（2） 政策実現機能の拡充へ
　次に、子育て負担の軽減、既存住宅の流通促進、さらには
空き家問題への対応、地球環境に優しい住宅の普及等住ま
いを巡る諸課題に対し、引き続き、【フラット３５】等の商品性
改善と関係機関との連携強化を通じて政策実現機能のさらな
る拡充を図ってまいります。
　特に、新たに【フラット３５】中古プラスを導入するとともに、
リフォーム工事費の負担軽減を図る【フラット３５】リノベの
金額要件を撤廃したことで、既存住宅市場の発展に向けてよ
り使いやすい制度が揃うこととなりました。買取再販ビジネ

ス支援の拡大も積極的に行います。さらにライフスタイルに
応じた多様な住宅ニーズにお応えできるよう、省エネ性に優
れ、子育て世帯に配慮した良質な賃貸住宅への融資も積極
的に展開してまいります。
　なお、低金利下で顕在化した【フラット３５】の不適正利用
に対しては、コンプライアンス遵守宣言を発したMBAJ（（一
社）日本モーゲージバンカー協議会）等とも的確に連携しつ

つ、引き続き厳正な対応をしてまいります。

（3） マンションの「二つの老い」問題等への対応強化
　次に、「二つの老い」問題が深刻化するマンションについ
ては、管理の質の向上を目指し、新たに管理計画認定マン
ション等についても【フラット５０】の対象に加えるとともに、
計画的な大規模修繕費用に充てる資金の確保に資するよう、
マンションすまい・る債の一層の魅力向上を図るだけでなく、
マンション共用部分リフォーム融資保証機関を現在の（公財）
マンション管理センターに加えて一機関追加することで、全国
でより使いやすい態勢を確立し、積極的に推進してまいります。
　マンション関連法改正法により新たに追加された業務であ

るマンションの一棟リノベーション、除却等に対しても必要な
資金支援を行ってまいります。
　一方、シニア世代にも住宅ローン返済を続けておられる世
帯が少なくないことや家族数、生活スタイルの変化等に柔軟
に対応し、併せて空き家として放置されることによる外部不経
済の発生をできるだけ防止する観点から、リフォームや住替
えを応援する【リ・バース６０】について、新たに創設した全
期間固定金利タイプと併せてその一層の普及を図ってまいり
ます。

（4） 耐震リバモ活用等による災害対応・防災機能の充実・強化
　さらに、災害予防の観点から既に災害レッドゾーンへの金
利優遇は停止しているところですが、南海トラフ地震等の大
規模地震の高い発生確率に対応して、新たに国・公共団体の

利子補給と相俟って高齢者の金利負担を軽減する【リ・バー
ス６０】の活用による既存住宅の耐震改修の促進を積極的に
図ってまいります。

（5）長期ビジョン実現への第一歩 ~ 新たな住生活支援サービスの提供へ
　こうした取組みを着実に推進するためには、中長期的視点
から安定的な財務基盤の確立と専門人材の確保・育成が欠
かせません。これまで、機構では、統合的なリスク管理の下、
投資家との丁寧な対話により適確な資金調達と運用に努め
てまいりましたが、金利上昇局面を踏まえ、市場との対話をさ
らに丁寧に行い、MBSの使途が子育て支援を始めとする社
会課題解決を目指すものにある点についても理解を求める
等、金利のある世界においても安定的な資金調達と運用に
努めてまいります。
　また、私は、従来より、役職員の現場への「共感力」こそ機
構の力の源泉として重視してまいりました。若手職員からなる
「組織活性化に資する人材投資等検討チーム」を設け、自由
な発想に基づく60を超える提言の実現に取り組んでいるほ

か、二年連続国家公務員を上回る給与改定や親族育児参画
休暇制度の創設等ユニークな取組を行ってまいりましたが、
引き続き、人事・処遇の大胆な改善を進め、機構の人財力に
一層の磨きをかけてまいります。
　併せて、機構経営上、人財投資と車の両輪をなすのがデジ
タル戦略です。第四期中期目標期間中に加速化してきたデジ
タル技術の導入成果を踏まえ、さらにその先を見据えた「デ
ジタル戦略2035」に基づき、人材確保・育成と併せて「機構
DX」を本格的に始動させてまいります。その先駈けとなるの
が、生成AIを活用した新たなお客さまサービスの充実や、デ
ジタルデータを活用してライフサイクルに対応したポイントの
付与による新たな住生活支援サービスのご提供であり、これ
らはできるだけ早期に開始したいと考えています。

結びに

　いつの時代も、住まいはしあわせの原点です。これからも
機構がパーパスとする「住まいのしあわせを、ともにつくる。」
存在であり続けられるよう、全職員参加で作り上げた「住宅
金融支援機構Vision 2035」実現を目指して中長期的視点
に立った経営方針の下、ステークホルダーの皆様とともに新

たな挑戦を止めることなく進化を続けて参る決意です。

　皆様には、どうかこれまでと変わらぬご理解、ご支援を賜り
ますよう、心よりお願い申し上げます。

理事長メッセージ
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住宅金融公庫の設立
　住宅金融公庫は昭和25年、戦後
の住宅不足を解消し、国民の居住の
安定と居住水準の向上を図るため
に設立されました。高度経済成長下
の住宅需要を支え、平成18年度に
廃止されるまでの57年間に、戦後
に建設された住宅の約3割にあたる
1 ,941万戸に融資を行いました。

独自の技術基準で住宅の質を向上
　独自の技術基準や標準的な工事
仕様書の整備等により、住宅の質の
維持・向上に貢献してきました。特
に、昭和50年代以降は、個人住宅
の融資対象面積の拡大、性能の高
い住宅への誘導等、良質な住宅ス
トック形成を推進しました。

証券化支援事業の開始
　平成15年度には、民間金融機関による住宅ローン供給を支援する証券化
支援業務を開始し、平成19年度には証券化支援業務を主要業務とする住宅
金融支援機構が設立されました。

≳詳しくはこちら≳
災害復興住宅融資
https://www.youtube.com/
watch?v=1MNJVTyhdeQ

住宅金融支援機構のあゆみ

良質な住宅ストック形成に貢献した 
旧住宅金融公庫

独立行政法人住宅金融支援機構の設立
　平成19年4月、独立行政法人「住宅金融支援機構」としてスタートし、民
間金融機関による住宅ローン供給を支援する証券化支援業務に主要業務を
転換しつつ、政策上重要で民間金融機関では対応困難な分野にも取り組ん
できました。

国の補給金を前提とする財務体質からの脱却
　第一期は、組織および業務の合理化・効率化に取り組みながら、経済対
策の一環として性能の高い住宅を取得した際に金利を年1%引き下げる制
度を導入する等、【フラット３５】の商品性改善を実施するとともに、既往債
権管理勘定以外の勘定の単年度黒字化を実現し、国からの補給金は廃止と
なりました。

激甚化する自然災害への対応
　第二期には平成23年東日本大震災、平成28
年熊本地震をはじめとする多くの自然災害に対
応し、地方公共団体等と連携して復旧・復興を
支援しました。この時期に行った現地相談会、
融資制度の拡充等は、現在の住まいの再建支援
の取組の礎となっています。

独立行政法人として自立的で 
透明性・効率性の高い経営を目指す

戦後のバラック住宅街

時代とともに変化する
「住まいのしあわせ」をつくる道のり

昭和50年代の分譲住宅地

昭和25年度
（1950年度）

● 住宅金融公庫設立

個人住宅融資および賃貸住
宅融資を開始

昭和30年度
（1955年度）

● 住宅融資保険業務を開始

昭和32年度
（1957年度）

● 災害復興住宅融資を開始

昭和40年度
（1965年度）

● 住宅改良融資を開始

平成12年度
（2000年度）

● MBS（資産担保証券）の発
行を開始

住宅宅地債券（マンション
修繕コース）の発行を開始
※�現在の【マンションすまい・る債】

平成15年度
（2003年度）

● 証券化支援事業（買取型）
を開始
※�現在の【フラット３５】（買取型）

平成16年度
（2004年度）

● 証券化支援事業（保証型）
を開始
※�現在の【フラット３５】（保証型）

平成17年度
（2005年度）

● 優良住宅取得支援制度を開
始
※現在の【フラット３５】Ｓ

平成19年度
（2007年度）

● 独立行政法人住宅金融支援機
構設立

平成21年度
（2009年度）

● 特定個人ローン保険（高齢者一
括返済改良等融資型）を開始
※現在の【リ・バース６０】

平成23年度
（2011年度）

● 東日本大震災からの復興支援の
ために災害復興住宅融資およ
び返済方法変更の制度を拡充

サービス付き高齢者向け賃貸
住宅融資を開始

既往債権管理勘定以外の勘定
の単年度黒字化、補給金廃止

平成26年度
（2014年度）

● 岩手県釡石市に「三陸復興支
援センター」を開設

平成27年度
（2015年度）

● 全勘定で繰越欠損金を解消

平成28年度
（2016年度）

● 平成28年熊本地震からの復
興支援のために災害復興住宅
融資（高齢者向け返済特例）
を開始

公庫時代 第一期・第二期
中期目標期間
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地域の政策課題解決の支援
　第三期は、少子高齢化、人口減少等の問題に対応し、地方創生を推進する
ため、【フラット３５】子育て支援型・地域活性化型を開始したほか、地方公共
団体が実施する移住・定住の促進、空き家対策等の施策と連携して、地域の
政策課題解決を支援する取組を強化しました。

マンションの価値向上に向けた支援
　「マンションの価値向上に資する金融支援のあり方勉強会」を設立し、マン
ションストックの維持管理に重要な金融イ
ンフラを官民で考える体制を整備しまし
た。その後、協議会に形を変え、マンショ
ン管理の適正化支援と金融面の環境整
備の両面から、建物の老朽化および入居
者の高齢化というマンションの「2つの老
い」への対策を進めました。

新型コロナウイルス対応とデジタル化の推進
　新型コロナウイルス感染症の影響を受
けて返済が困難となったお客さまへの対
応を拡充するとともに、業務継続のため、
ペーパーレス化やテレワークの導入等、
デジタル化の取組を推進しました。

社会課題解決の支援
　第四期は、脱炭素社会の実現、少子高齢化、空き家問題等の社会課題の
解決に向けて、【グリーンリフォームローン】を開始して既存住宅の省エネル
ギー性能の向上を図るとともに、【フラット３５】子育てプラスを開始して子育
て世帯の金利負担を軽減することで安心・快適な住生活を支援しました。

能登半島地震からの住まい再建支援
　令和6年能登半島地震をはじめとする自然災害の被災者に対して、地方公
共団体等と連携しながら住まい再建支援に積極的に取り組みました。

パーパスと長期ビジョンの策定
　機構にとって初となるパーパスを職員投票により、「住まいのしあわせを、
ともにつくる。」と定めました。
　また、機構が目指すべき姿を描いた長期ビジョン「住宅金融支援機構 
Vision 2035」を策定し、その実現を目指してスタートを切りました。

政策実施機能の最大化を図り、
パーパスと長期ビジョンの実現を目指す

住宅金融支援機構のあゆみ

地方公共団体等と連携し、 
政策課題解決を支援する取組を強化

平成29年度
（2017年度）

●【フラット３５】子育て支援
型・地域活性化型を開始

家賃債務保証保険・賃貸住
宅リフォーム融資（住宅セー
フティネット）を開始

平成30年度
（2018年度）

●「マンションの価値向上に資
する金融支援のあり方勉強
会」を設立

「海外社会資本事業への我
が国事業者の参入の促進に
関する法律」に基づく国際
業務を開始

グリーンボンド（SB）の発行
を開始

令和元年度
（2019年度）

● プラチナくるみん・トモニン
マークを取得

令和2年度
（2020年度）

● 新型コロナウイルス感染症
拡大への対応として返済方
法変更メニューを用意

マンションライフサイクルシ
ミュレーションをリリース

令和3年度
（2021年度）

● パーパス「住まいのしあわ
せを、ともにつくる。」を策定

令和4年度
（2022年度）

●【グリーンリフォームローン】
を開始

企業価値向上委員会を設置

令和5年度
（2023年度）

●「空家等対策の推進に関す
る特別措置法」に基づく空
家等対策関連業務を開始

【フラット３５】子育てプラス
を開始

能登半島地震からの復興支
援のために災害復興住宅融
資の融資限度額を引上げ

長期ビジョン「住宅金融支援
機構 Vision 2035」を策定

令和6年度
（2024年度）

●【リ・バース６０】全期間固
定金利タイプを開始

人権方針を策定

第四期
中期目標期間

第三期
中期目標期間
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第四期中期目標・中期計画に係る実績（令和3年度~令和6年度） 第五期中期目標・中期計画（令和7年度~令和10年度）

業務運営の
効率化に 

関する目標等

定量目標
【フラット３５】の
長期優良住宅のストック数

【フラット３５】申請件数に
占める既存住宅割合

【フラット３５】地域連携型について
新たに連携する地方公共団体数

【フラット３５】の審査日数

中期目標・中期計画

　機構は、独立行政法人制度における中期目標管理法人として、国土交通大臣・財務大臣から指示された中期目標に基づき、当該
中期目標を達成するための中期計画を作成し、国土交通大臣・財務大臣の認可を受けることとされています。
　第四期中期目標期間においては、子育て世帯や高齢者への住宅取得支援、被災者の住まい再建支援等を実施し、持続可能な社会
の実現に貢献しました。

計画 実績

累計30万戸
以上 26 .2万戸

25%※

以上
※可能な限り28% 34 .9%　

100団体
以上 214団体

3日
以内に8割以上

処理 9割
処理

証券化
支援事業

社会経済情勢の変化等

⚫ 少子高齢化、地方圏の人
口減少、災害の激甚化・多
頻度化、高経年マンション
の増加、空家の増加、カー
ボンニュートラルの推進

⚫ 住宅価格の高騰、金利環
境等の社会経済情勢の変
化等による住宅ローン市場
の変化

 等

主な政府方針

住生活基本計画
⚫ 国民生活に密接に関連す

る施策分野との連携強化
⚫ 住宅金融証券化市場の整

備育成
⚫ リバースモーゲージの普及
⚫ 住宅循環システムの構築

支援
⚫ 良質な住宅への更新等に

対応した住宅ローンの供給
支援

エネルギー基本計画等
⚫ ZEH基準の水準を大きく

上回る省エネルギー性能
等を有する住宅等の導入
支援

こども未来戦略
⚫ 子育て世帯に対する住宅

支援の強化

長期ビジョン
~住宅金融支援機構 Vision 2035 ~

⚫ 多様な人々の多様なライフ
スタイルの実現を支援

⚫ ライフサイクルを通して住ま
いの価値向上の実現を支援

 等

⚫   【フラット３５】の着実な実施と住宅金融
証券化市場の整備・育成

⚫ ZEH等の省エネルギー性能の高い住宅・
長期優良住宅等の良質な住宅の取得支援

⚫ 既存住宅の取得支援
⚫ 子育て世帯等に対する住宅の取得支援
⚫ 地域における政策課題解決に向けた取組

支援
⚫ 高齢者の住生活関連資金の供給支援

⚫ 住宅取得者等に対する住宅金融に係る適切な知識の普及啓発
⚫ 住宅取得者等のニーズを踏まえた制度・運用の見直し
⚫ 地域における政策課題の解決に向けた取組の深化

　第五期中期目標期間においては、カーボンニュートラルの推進等の社会課題、金利環境の変化や物価高騰等による住宅ローン市
場の変化等に対応し、政策実施機能の最大化を図ります。また、令和6年に策定した長期ビジョン「住宅金融支援機構 Vision 2035」
の実現を目指して、多様な人々の多様なライフスタイルの実現、ライフサイクルを通した支援による住まいの価値向上等に向けて取り
組んでいきます。

定量目標
【リ・バース６０】
に関する啓発活動回数

【リ・バース６０】
の新規参入取扱金融機関（困難度：高）

計画 実績

400回
以上 629回　

20機関
以上 20機関

住宅融資
保険等事業

⚫ 高齢者の住生活関連資金の供給支援
⚫  【フラット３５】等と連動した住宅資金の供

給を支援
⚫ 買取再販事業者向け資金の供給支援
⚫ 住宅確保要配慮者の居住の安定確保を支援

定量目標

【マンションすまい・る債】
の活用組合数（困難度：高）

計画 実績

7,200組合
以上9,874組合

住宅資金
融通等事業

⚫ 被災した住宅の再建支援
⚫ 自然災害に対する被害の予防支援
⚫ 高経年マンションの建替え・改修への融資
⚫ 修繕積立金の計画的な積立支援
⚫ ZEH等の省エネルギー性能の高い子育て

世帯向け賃貸住宅への融資

⚫ 健全な財務内容の維持、利益の有効活用
⚫ デジタル化を更に進展させ、ＩＴを活用した住

宅等のライフサイクルを通じた支援等を実施
⚫ 的確かつ効率的な債権管理業務の実施
⚫ 委託機関等の体制の変化に対応した的確

な業務実施体制の確保
⚫ 多様な人材を確保・育成するため、健康経

営、女性活躍及び働き方改革を推進

  【フラット３５】地域連携型、【リ・バース６０】、災害復興住宅融資等のさまざまな金融サービスを活用し、地方公共団
体だけでなく内閣府等の官公庁、全国地方銀行協会等の業界団体と連携して、地域の政策課題解決に向けた取組を
実施しました。
新型コロナウイルス感染症の影響により住宅ローンの返済が困難となったお客さまへ累計約20 ,000件の返済方法変
更を実施したほか、団体信用生命保険特約料の払込猶予を実施する等、お客さまに寄り添った丁寧な対応に努めました。
制度・運用の改善につなげるべく、大学教授等の外部有識者に意見を伺いながらさまざまな調査研究を実施しました。

定量目標について、マンション管理会社、
マンション管理組合等に対して制度周
知・活用促進の取組を精力的に行い着
実に達成しました。また、令和6年能登
半島地震による被災者の住まい再建支
援の取組を組織を挙げて実施しました。

長期優良住宅に関する定量目標につい
ては、住宅ローン利用予定者、住宅関連
事業者、民間金融機関等に対して機構
本支店一体となって長期優良住宅のメ
リット等に関する周知活動を精力的に実
施したものの未達となりましたが、その
他の定量目標はいずれも着実に達成し
ました。

全ての定量目標を着実に達成したほか、
テレビCM等の広報・広告の取組により、

【リ・バース６０】の認知度は令和6年度
に17 .1%まで伸長（令和3年度:10.0%、
令和4年度:12.2%、令和5年度:15.3%）
しました。

一般管理費・経費率 経費の執行見通しを考慮しつつ、調達の必要性、実施内容・数量等の精査等を徹底し中期
目標期間における目標を達成しました。

デジタル化の推進
中長期的な情報戦略である第四期情報体系整備計画に従い、ＩＴ基盤の整備を行うととも
に、【フラット３５】Web申込サービスの共通インフラの提供を開始する等、お客さまの利便
性向上に努めました。

BCP体制の整備 災害発生時における職員の安否を確認するための訓練、自然災害等の発生時において業
務を遂行するための業務継続マニュアルに基づく訓練等を定期的に実施しました。

人材確保・育成 「人材の確保・育成に関する方針」を策定し、多様な人材の確保・育成に努めました。

事業横断取組

定量目標
【フラット３５】新築住宅の申請件数
に占める長期優良住宅の割合

【フラット３５】新築住宅の申請件数
に占めるZEH水準割合（困難度：高）

【フラット３５】申請件数
に占める既存住宅割合

【リ・バース６０】（全期間固定金利タイプ）
に関する啓発活動回数

【リ・バース６０】（全期間固定金利タイプ）
の取扱金融機関

【フラット３５】の審査日数  3日以内に8割以上処理

計画

30%
以上

令和8年度の
国全体の適合率

＋19ポイント以上

30%※

以上

450回
以上

9機関
以上

※可能な限り36％

定量目標

【リ・バース６０】（変動金利等タイプ）

に関する啓発活動回数

【リ・バース６０】（変動金利等タイプ）
の取扱金融機関

計画

570回
以上

86機関
以上

定量目標
災害対応・予防に
関する啓発活動回数

【マンションすまい・る債】
の活用組合数
子育て世帯向け省エネ賃貸住宅
建設融資の受理戸数に占める
ZEH等の割合（困難度：高）

計画

160回
以上

8,700組合
以上

47％
以上

定量目標 計画

一般管理費 令和6年度と同額以下

買取債権残高に対する
リスク管理債権の比率 3 .2％

以内
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社会課題（政策課題） 経営資本／インプット ビジネスモデル／アウトプット 提供価値／アウトカム

※3	令和6年度
※4	全期間固定金利タイプ（証券化支援事業）を含みます。

国の定める住生活基本計画の8つの目標を、政策実施
機関である機構の重要課題（マテリアリティ）と位置
付け、住生活を巡るさまざまな社会課題の解決に取り
組んでいます。

生活様式の変化・多様化

「新たな日常」や DXの進展等に
対応した新しい住まい方の実現

目標1

3 つの事業に
必要な経営資本を
効果的に活用し、

全国あまねく
金融サービスを提供

（買取型・保証型）

申請件数※3

40,442件

証券化 
支援事業
民間金融機関の

全期間
固定金利ローンの
提供を支援

住宅融資 
保険等事業
民間金融機関の
融資等に

対する保険の付保

住宅資金 
融通等事業
民間金融機関では
対応困難な分野に

限定して
直接融資等を実施

価値創造の基盤価値創造の基盤

幅広い世代・立場を
支える住まいと
コミュニティ P.21

住まいの進化で
脱炭素社会
へシフト P.23

災害に強い、
負けない住まいと
地域づくり
P.25

地域社会を支える
住宅ストックの
保全・活用 P.27

安心で多様な
ライフスタイルを
叶える住まいの安心
P.29

災害の頻発化・激甚化

頻発・激甚化する災害新ステージに
おける安全な住宅・住宅地の形成と
被災者の住まいの確保

目標2

少子長寿化の進展

こどもを産み育てやすい住まいの実現

多様な世代が支え合い、  
高齢者等が健康で安心して暮らせる  
コミュニティの形成とまちづくり

住宅確保要配慮者が安心して  
暮らせるセーフティネット機能の整備

目標3

目標4

目標5

地球温暖化の進行

脱炭素社会に向けた  
住宅循環システムの構築と  
良質な住宅ストックの形成

目標6

住宅ストックの余剰・
流通市場の未整備

空き家の状況に応じた適切な  
管理・除却・利活用の一体的推進

居住者の利便性や豊かさを  
向上させる住生活産業の発展

目標7

目標8

国の政策実施機関として70年以上にわたり培ってきた
ネットワーク・住宅金融のプロフェッショナルとしての
ノウハウをはじめ、私たちのさまざまな強み・資本を最
大限活かした効率性の高い事業運営を行っています。

1VA L U E

2VA L U E

3VA L U E

4VA L U E

5VA L U E

住宅ローンの証券化や住宅融資保険といった専門的
な金融手法を活用しながら、民間金融機関による事業
を支援しつつ、対応困難な分野では民業を補完する役
割を果たしています。

長期固定金利による安心の提供、金利引下げによる質
の高い住宅ストック形成支援、子育て世代や高齢者・
被災者等への円滑な資金供給等を通じ、豊かな住生
活の実現に貢献しています。

申請件数※3 ※4

1,484件

災害復興住宅融資
申請件数※3

210件

⚫環境　　⚫人権　　⚫ガバナンス
⚫デジタル化の推進　　⚫働きやすい職場環境づくり

⚫お客さまとのコミュニケーション

※1	令和7年3月31日時点　※2	令和7年4月1日時点

社会・関係資本

民間金融機関とのネットワーク※1

⚫【フラット３５】事業参加   320 機関
⚫直接融資取扱い   512 機関
⚫住宅融資保険契約先   161 機関

地方公共団体とのネットワーク※2

⚫政策連携先（補助事業・災害対応）   731 団体

住宅技術基準の検査ネットワーク※2

⚫適合証明検査機関   128 機関

人的資本・知的資本※2

少数精鋭による高い効率性
⚫役職員数   943 人

住宅金融のプロフェッショナルとして 
蓄積してきたノウハウ・専門的知見
⚫ファイナンシャルプランナー（1級・2級）   301 人
⚫宅地建物取引士試験合格者   321 人
⚫一級・二級建築士試験合格者   62 人

財務資本※1

安定的な財務基盤
⚫資本金（全額政府出資）   6,950 億円

⚫買取債権残高   18.1 兆円
⚫貸付金残高   3.9 兆円

⚫当期総利益   1,596 億円

金融市場からの安定的な資金調達
⚫MBS発行額   5,687 億円

⚫財投機関債市場に占める機構債シェア   34.7 ％ 
 （国内最大規模）
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社会課題（政策課題） 経営資本／インプット ビジネスモデル／アウトプット 提供価値／アウトカム

※3	令和6年度
※4	全期間固定金利タイプ（証券化支援事業）を含みます。

国の定める住生活基本計画の8つの目標を、政策実施
機関である機構の重要課題（マテリアリティ）と位置
付け、住生活を巡るさまざまな社会課題の解決に取り
組んでいます。

生活様式の変化・多様化

「新たな日常」や DXの進展等に
対応した新しい住まい方の実現

目標1

3 つの事業に
必要な経営資本を
効果的に活用し、

全国あまねく
金融サービスを提供

（買取型・保証型）

申請件数※3

40,442件

証券化 
支援事業
民間金融機関の

全期間
固定金利ローンの
提供を支援

住宅融資 
保険等事業
民間金融機関の
融資等に

対する保険の付保

住宅資金 
融通等事業
民間金融機関では
対応困難な分野に

限定して
直接融資等を実施

価値創造の基盤価値創造の基盤

幅広い世代・立場を
支える住まいと
コミュニティ P.21

住まいの進化で
脱炭素社会
へシフト P.23

災害に強い、
負けない住まいと
地域づくり
P.25

地域社会を支える
住宅ストックの
保全・活用 P.27

安心で多様な
ライフスタイルを
叶える住まいの安心
P.29

災害の頻発化・激甚化

頻発・激甚化する災害新ステージに
おける安全な住宅・住宅地の形成と
被災者の住まいの確保

目標2

少子長寿化の進展

こどもを産み育てやすい住まいの実現

多様な世代が支え合い、  
高齢者等が健康で安心して暮らせる  
コミュニティの形成とまちづくり

住宅確保要配慮者が安心して  
暮らせるセーフティネット機能の整備

目標3

目標4

目標5

地球温暖化の進行

脱炭素社会に向けた  
住宅循環システムの構築と  
良質な住宅ストックの形成

目標6

住宅ストックの余剰・
流通市場の未整備

空き家の状況に応じた適切な  
管理・除却・利活用の一体的推進

居住者の利便性や豊かさを  
向上させる住生活産業の発展

目標7

目標8

国の政策実施機関として70年以上にわたり培ってきた
ネットワーク・住宅金融のプロフェッショナルとしての
ノウハウをはじめ、私たちのさまざまな強み・資本を最
大限活かした効率性の高い事業運営を行っています。

1VA L U E

2VA L U E

3VA L U E

4VA L U E

5VA L U E

住宅ローンの証券化や住宅融資保険といった専門的
な金融手法を活用しながら、民間金融機関による事業
を支援しつつ、対応困難な分野では民業を補完する役
割を果たしています。

長期固定金利による安心の提供、金利引下げによる質
の高い住宅ストック形成支援、子育て世代や高齢者・
被災者等への円滑な資金供給等を通じ、豊かな住生
活の実現に貢献しています。

申請件数※3 ※4

1,484件

災害復興住宅融資
申請件数※3

210件

⚫環境　　⚫人権　　⚫ガバナンス
⚫デジタル化の推進　　⚫働きやすい職場環境づくり

⚫お客さまとのコミュニケーション

※1	令和7年3月31日時点　※2	令和7年4月1日時点

社会・関係資本

民間金融機関とのネットワーク※1

⚫【フラット３５】事業参加   320 機関
⚫直接融資取扱い   512 機関
⚫住宅融資保険契約先   161 機関

地方公共団体とのネットワーク※2

⚫政策連携先（補助事業・災害対応）   731 団体

住宅技術基準の検査ネットワーク※2

⚫適合証明検査機関   128 機関

人的資本・知的資本※2

少数精鋭による高い効率性
⚫役職員数   943 人

住宅金融のプロフェッショナルとして 
蓄積してきたノウハウ・専門的知見
⚫ファイナンシャルプランナー（1級・2級）   301 人
⚫宅地建物取引士試験合格者   321 人
⚫一級・二級建築士試験合格者   62 人

財務資本※1

安定的な財務基盤
⚫資本金（全額政府出資）   6,950 億円

⚫買取債権残高   18.1 兆円
⚫貸付金残高   3.9 兆円

⚫当期総利益   1,596 億円

金融市場からの安定的な資金調達
⚫MBS発行額   5,687 億円

⚫財投機関債市場に占める機構債シェア   34.7 ％ 
 （国内最大規模）
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民間金融機関による 
全期間固定金利の住宅ローンの提供を支援
　機構では、民間金融機関による全期間固定金利の住宅
ローン【フラット３５】や【リ・バース６０】（全期間固定金利タ
イプ）の提供を支援する「証券化支援業務」を行っています。

【フラット３５】等は、資金の受取時に返済終了までの借入金
利・返済額が確定するため、長期にわたるライフプランを立
てやすくなります。
　また、こどもの人数等に応じて金利を引き下げる【フラット
３５】子育てプラス、ZEH等省エネルギー性能の高い住宅や
長期優良住宅等を取得する際に利用できる【フラット３５】Ｓ、
良質な既存住宅を取得する際に利用できる【フラット３５】中
古プラス等、一定の条件を満たす場合に借入金利を一定期
間引き下げることで、住宅に関する政策の実現に貢献してい
ます。

住宅融資保険制度を通じて 
民間金融機関の資金供給を支援
　民間金融機関の住宅ローンが不測の事態により返済不能
となった場合に、あらかじめ機構と民間金融機関との間で締
結した住宅融資保険契約に基づき、保険金を支払う住宅融資
保険制度を通じて、民間金融機関が住宅ローンを円滑に供給
できるように支援しています。
　また、住宅政策上必要な資金の供給を支援（高齢者の生活
スタイルの変化による住まいの多様なニーズに応える【リ・
バース６０】（変動金利等タイプ）、既存住宅流通・リフォーム
市場の活性化等を図るための特定買取再販ローン保険等）し
ているほか、住宅確保要配慮者が賃貸住宅に安心して入居す
るための家賃債務保証保険を提供しています。

民間金融機関では 
対応困難な分野の資金融通を補完
　り災した住宅の再建、2050年カーボンニュートラルの実現
に向けた住宅の省エネルギー性能の向上、老朽化したマンショ
ンの建替え・改修の促進、密集市街地の解消等、政策上重要
で、かつ、民間金融機関だけでは十分な対応が困難な分野に
限定して、融資業務を行っています。
　例えば、地震、台風、大雨、突風等の自然災害により住宅に
被害が生じた方に対して、住宅の建設、購入または補修に必要
な資金を融資しています。また、マンションの適切な維持管理
や建替え・改修の促進のため、地方公共団体、民間金融機関、
マンション管理等関係団体等と連携した取組を行い、さまざま
なサービスでマンションストックの維持管理・再生を支援して
います。さらに、断熱改修、省エネ設備の導入等の一定の基準
を満たす省エネリフォームを推進するため、【グリーンリフォー
ムローン】を提供しています。
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証券化 
支援事業

⚫ 子育てプラス
⚫ S
⚫ リノベ
⚫ 維持保全型
⚫ 地域連携型
⚫ 地方移住支援型
⚫ 中古プラス
⚫ （全期間固定金利タイプ）

住生活を支える
金融サービスを
3つの事業で
全国あまねく提供

住宅融資 
保険等事業

⚫ （変動金利等タイプ）

⚫ パッケージ型
⚫ つなぎ融資型
⚫特定買取再販ローン保険
⚫家賃債務保証保険

住宅資金 
融通等事業

⚫災害復興住宅融資
⚫ 子育て世帯向け 

省エネ賃貸住宅建設融資
⚫
⚫
⚫まちづくり融資
⚫

私たちの事業

買取申請戸数および	
付保申請戸数の推移

【フラット３５】（買取型）の事業参加金融機関※

※一部の取扱金融機関においては新規受付を休止しています（令和7年3月末時点）。

保険関係成立件数・金額の推移

住宅融資保険契約金融機関※

災害復興住宅融資利用実績の推移

マンションすまい・る債利用実績の推移

※�令和7年3月末時点
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1

社会的課題1  安心して子育てできる社会環境づくり 
　機構では、令和6年2月にこどもの人数等に応じて一定
期間金利を引き下げる【フラット３５】子育てプラスを新設
する等、子育て世帯の住宅取得を支援し、安心して子育て
できる環境づくりに貢献しています。
　また、子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資は、長期
優良住宅や ZEH-Mの基準に適合する賃貸住宅、子育て世
帯に配慮し安全性等に優れた賃貸住宅に対する金利引下
げを実施することで、安心して子育てできる賃貸住宅の普
及に貢献しています。

社会的課題2  シニア世代の住生活ニーズの多様化 
　高齢の方が快適に安心して暮らすことができる環境を整備するため、【リ・バース６０】を提供しています。【リ・バー
ス６０】は、原則として満60歳以上のお客さまが、自宅のリフォーム、建替え、住替え等をする際に利用できます。
　従来は変動金利タイプおよび固定金利期間選択タイプ
のみの取扱いでしたが、令和7年1月から全期間固定金利
タイプの取扱いを開始しました。 また、【フラット３５】では、
バリアフリー性に優れた住宅を取得する場合や、既存住宅
のバリアフリー性をリフォームによって向上させる場合に、
借入金利を一定期間引き下げています。
　さらに、サービス付き高齢者向け賃貸住宅を建設・改修
する方に融資を行っています。

社会的課題3  住宅確保要配慮者等の住まい確保 
　機構では、高齢の方、障がいのある方、生活保護受給者
等の住宅確保要配慮者が、セーフティネット登録住宅※に入
居する際に、家賃債務保証事業者が保証する債務に保険
を付保する制度を設けています。
　また、健康上の理由その他の事情で団体信用生命保険
に加入しない場合も【フラット３５】を利用できます。
※�あらかじめ都道府県等に住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅として登録された賃
貸住宅

私たちの提供価値

目標3  こどもを産み育てやすい住まいの実現
目標4  多様な世代が支え合い、高齢者等が健康で安心して暮らせるコミュニティの形成とまちづくり
目標5  住宅確保要配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備

VA L U E

名古屋市と連携した子育て世帯への 
既存住宅取得支援 
　名古屋市との連携を通じて、同市内で既存住宅購入を検

討する子育て世帯への支援を進めています。子育て世帯の

返済負担軽減に資する、【フラット３５】利用者に対する名古

屋市の利子補給制度や【フラット３５】子育てプラスを紹介

するチラシを作成し、お客さま向けセミナーや金融機関向け

の勉強会で活用しました。さらに、既存住宅の仲介事業者

へ金融機関と共同で訪問することで、地域特有の課題に対

応した情報提供や相談機会を拡充し、既存住宅購入に向け

た支援体制を整えています。 名古屋市の利子補給制度や【フラット３５】子育てプラスを紹介するチラシ

⚫【フラット３５】子育てプラス

主な商品・サービス

令和6年度
実行件数 17,433件

⚫子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資

⚫【フラット３５】地域連携型（子育て支援）

⚫【リ・バース６０】

主な商品・サービス

令和6年度 申請件数※1

1,484件

取扱金融機関数※1、2

88機関
⚫【フラット３５】Ｓ（バリアフリー性、省エネルギー性）
⚫【フラット３５】リノベ（バリアフリー性、省エネルギー性）
⚫  リフォーム融資（バリアフリー）
⚫  サービス付き高齢者向け賃貸住宅融資
※1�全期間固定金利タイプを含みます。
※2�令和7年3月31日時点

⚫家賃債務保証保険

主な商品・サービス

利用件数（累計）※

57件

契約事業者※

9社
⚫団信に加入しない場合でも利用できる【フラット３５】
※�令和7年3月31日時点

幅広い世代・立場を支える
住まいとコミュニティ

少子長寿化が進む社会では、互いが支え合い、活き活きと自立して暮らせる住環境の整備が一層求められ
ます。また、住まいへのニーズは、結婚や子育て、こどもの独立、予期せぬ病気等、ライフイベントと密接につ
ながり、変化していきます。機構は多様な金融サービスの提供を通じて、幅広い世代・立場の方の安心で快
適な住生活の実現に貢献しています。

令和6年度
受理戸数    8,076戸

Close Up !
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機構の全体像 価値創造ストーリー 「住まいのしあわせ」を創出する取組
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社会的課題1  省エネルギー性能の高い住宅の普及 
　令和7年4月の改正建築物省エネルギー法による省エ
ネ基準適合義務化に先駆け、【フラット３５】は令和5年
度から、子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資は平成
29年度から全ての新築住宅に省エネ基準への適合を要
件化し、脱炭素社会の実現に貢献してきました。
　また、ZEH等、より高い水準の省エネルギー性能を有
する住宅や、長期優良住宅を取得する場合に借入金利を
一定期間引き下げる商品を提供し、住宅の省エネルギー
化を支援しています。
　このほか、既存住宅の購入と併せて省エネルギー性の
向上等一定の要件を満たすリフォームを実施する場合に
借入金利を一定期間引き下げる【フラット３５】リノベを
提供しています。

社会的課題2  リフォームローンで既存住宅の省エネルギー性能向上を支援 
　住宅の省エネルギー化を加速させるには、既存住宅の省エネルギー性能向上も重要です。機構では、「断熱性を
高める」「省エネ設備を導入する」等の一定の基準を満たす省エネリフォームに対する融資制度として、【グリーンリ
フォームローン】を提供しています。また、マンションの共
用部分や賃貸住宅についても、それぞれリフォームローン
商品をそろえています。

社会的課題3  ESG投資市場の拡大 
　住宅金融支援機構債券（グリーンボンド）は、【フラット３５】
のうち「省エネルギー性に優れた住宅」を対象とした住宅ローン
債権の買取代金等を資金使途としています。
　多様な年限のグリーンボンドの発行を通じて、【フラット３５】
による省エネルギー性に優れた住宅を普及させる取組を周知す
るとともに、投資家の皆さまに資金調達の面からサポートいただ
くことで、政策実施機関として、ESG投資市場の拡大に寄与して
います。

私たちの提供価値

目標6  脱炭素社会に向けた住宅循環システムの構築と良質な住宅ストックの形成

VA L U E

我が国の「2050年までにカーボンニュートラルを目指す」という目標の実現に向け、エネルギー起源CO2排
出量の約1/3を占める建築物分野における省エネルギーの徹底は必要不可欠です。機構では、住宅金融
のノウハウを活かした多様な金融サービスをそろえ、より高い水準の省エネルギー性能を有する住宅の普及
や既存住宅の省エネルギー化を促進することで、脱炭素社会の実現に貢献しています。

横浜市等と連携した住まいの 
省エネルギー化に向けた取組推進 
　「よこはま健康・省エネ住宅推進コンソーシアム」は、脱

炭素社会を目指し、行政と民間が連携して省エネ住宅の

普及を推進するため、横浜市が設立した組織です。コンソー

シアムではホームページ等による周知活動やイベント、セミ

ナーでの相談対応、技術力向上の支援等を実施しており、

これらの活動を通じて、地域社会と連携し、住まいの省エネ

ルギー化と快適性向上を支援しています。機構横浜セン

ターも設立当初から参加し、省エネルギー性能の高い住宅

取得を支援する【フラット３５】Ｓや【フラット３５】地域連

携型等の情報提供を行っています。

Close Up !

神奈川県横浜市

⚫【フラット３５】Ｓ（省エネルギー性）、【フラット３５】Ｓ（ＺＥＨ）

主な商品・サービス

⚫【フラット３５】維持保全型（長期優良住宅）

⚫子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資
  （長期優良住宅・ZEH）

主な商品・サービス

⚫ 住宅金融支援機構債券（グリーンボンド）

主な商品・サービス

令和6年度の発行金額

2,400億円

住まいの進化で
脱炭素社会へシフト

⚫【グリーンリフォームローン】
⚫  マンション共用部分リフォーム融資（省エネルギー対策工事）
⚫ 賃貸住宅リフォーム融資（省エネ住宅）

令和6年度
申請件数 17,043件

令和6年度
申請件数    8,804件

令和6年度
受理戸数    3,704戸

⚫【フラット３５】リノベ（省エネルギー性）
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機構の全体像 価値創造ストーリー 「住まいのしあわせ」を創出する取組
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社会的課題1  被災者の住宅再建支援 
　機構では、地震、台風、大雨、突風等の自然災害により、住宅に被害が生じた方に対して、住宅の復旧に必要な資
金を融資することで、被災された方が少しでも早く落ち着いた生活に戻れるよう支援しています。
　また、高齢者向け返済特例（災害リバモ）や親子リレー返済等を用意し、幅広い住宅再建ニーズに対応しています。
　さらに、近年の工事費高騰と被災者の方々の声を踏ま
え、令和6年3月に、災害復興住宅融資等において、融
資限度額の引き上げおよび補修資金の最長返済期間の
拡大を行いました。
　災害発生時には、被災された方々に寄り添いながら、
被災状況に応じた住宅再建を支援するため、全国の支
店網を活用し、地方公共団体等と連携して現地相談会を
開催しています。

社会的課題2  災害に強い住宅の普及促進 
　機構では、【フラット３５】をお申込みのお客さまが一定基準以上の耐震性を備えた住宅を取得する場合を対象に
借入金利を一定期間引き下げる【フラット３５】Ｓ を提供しています。
　また、既存住宅の購入と併せて一定の耐震性基準を
満たすリフォームを行うものを対象に借入金利を一定期
間引き下げる【フラット３５】リノベの提供を通じ、既存住
宅の防災・減災対策にも貢献しています。

社会的課題3  密集市街地の解消等による防災・減災 
　密集市街地等での老朽建築物の建替えや市街地再開発事業、防災街区整備事
業等の事業資金を融資するまちづくり融資や、耐震性の向上を目的とした大規模
修繕工事等の費用をマンション管理組合向けに融資するマンション共用部分リ
フォーム融資を提供しています。
　また、個人のお客さま向けにはリフォーム融資（耐震改修工事）を提供しており、
令和6年能登半島地震において住宅倒壊による人的被害が大きかったこと等を踏
まえて、令和7年4月からは耐震シェルターの設置等工事費用についても融資対
象に追加しました。
　さらに、令和7年2月から、地方公共団体の耐震改修補助金と【リ・バース６０】
を同時に利用し耐震改修工事を行
う場合、機構がお客さまに代わって
利息の全額または一部をお支払い
する【リ・バース６０】耐震改修利
子補給制度を開始しました。

災害復興住宅融資制度の提供

連携の全体イメージ

ゆうちょ銀行日本郵政
日本郵便

災害復興住宅融資
の業務委託契約

災害復興時の
包括連携協定

私たちの提供価値

目標2  頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被災者の住まいの確保

VA L U E

地震や水害をはじめとする災害が発生しやすい我が国では、災害への備えが欠かせません。特に近年では、
気候変動の影響と考えられる自然災害が頻発・激甚化し、住まいや地域の安全・安心の確保に向けた取組
が一層求められています。機構では関係機関との強い連携のもと災害からの復興支援を行うとともに、多様
な商品・サービスを通じ、防災・減災に貢献しています。

日本郵政グループと連携した災害復興支援
　令和6年5月に、機構は、各地に拠点を有する日本郵政グループと被災地域の早期復興

を支援する包括協定を締結しました。この協定は、地震や風水害等の自然災害で被害を受

けた住宅の早期復興を目指し、地域経済の再建にも寄与することを目的としています。本協

定により、被災地近隣の郵便局を相談会の拠点として活用し、機構による相談会を開催でき

るようになりました。また、ゆうちょ銀行と業務委託契約を締結し、令和7年5月から一部店舗

で災害復興住宅融資の取扱いができるようになりました。

Close Up !

主な商品・サービス

災害に強い、負けない
住まいと地域づくり

⚫【フラット３５】Ｓ（耐震性）
⚫【フラット３５】リノベ
⚫【フラット３５】地域連携型（防災・減災対策）

⚫災害復興住宅融資

主な商品・サービス

令和6年度相談対応件数

3,075件

令和6年度申込件数

210件
令和6年度高齢者向け返済特例件数

32件
主な商品・サービス

⚫まちづくり融資
⚫マンション共用部分リフォーム融資
⚫リフォーム融資（耐震改修工事）
⚫【リ・バース６０】耐震改修利子補給制度

令和6年度末時点の
まちづくり融資の受理実績（累計）

再開発事業等113

市街地再開発事業

防災街区整備事業

優良建築物等整備事業

93
13
7

［内訳］

マンション
建替事業 86

全国199事業

 くまもと型復興住宅
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機構の全体像 価値創造ストーリー 「住まいのしあわせ」を創出する取組
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社会的課題1  良質な住宅ストックの形成・流通 
　長期にわたり良好な状態で使用するための措置を講じた既存住宅を取得する場合や、既存住宅の購入と併せて
一定の要件を満たすリフォームを実施する場合、長期優良住宅等の維持保全・維持管理へ配慮した住宅や既存住
宅の流通に資する住宅を取得する場合を対象に、借入金利を一定期間引き下げる【フラット３５】Ｓ、【フラット３５】
リノベおよび【フラット３５】維持保全型を提供しています。
　また、一定の品質が確保された良質な既存住宅を購入す
る場合に、【フラット３５】の借入金利を一定期間引き下げる

【フラット３５】中古プラスを令和7年4月に新設しました。
　既存住宅購入にあたり【フラット３５】を利用する際は、
原則として、機構が定める技術基準に適合していることを示
す適合証明書の取得が必要です。これにより、良質な住宅
ストックの流通に貢献しています。

社会的課題2  空き家問題の解決
　適切な管理が行われていない空き家等は、防災・衛生・
景観等の面で地域の環境に悪影響を及ぼすことから、多く
の地方公共団体が対策に乗り出しています。
　機構では、空き家を取得して居住する場合に、連携する地
方公共団体による財政的支援と併せて借入金利を一定期
間引き下げる【フラット３５】地域連携型（空き家対策）を提
供しています。また、令和6年1月から、「空き家関連情報サ
イト」を機構サイト上に新設し、地方公共団体の補助制度や
空き家の物件の紹介等、空き家の利活用を促進するための
情報提供を開始しました。

社会的課題3  マンションストックの維持管理 
　大規模修繕に向けた修繕積立金の計画的な積立てを支援する

【マンションすまい・る債】をマンション管理組合に提供しています。
　また、行政機関、民間金融機関、マンション管理等関係団体等
で構成される「マンションの価値向上に資する金融支援の実施協
議会」の事務局を担っています。この協議会では、 「マンションラ
イフサイクルシミュレーション~長期修繕ナビ~」や冊子「大規模
修繕の手引き」「性能向上工事を進める際の工夫点」を公開する
等、市場ニーズを把握しながらマンションストックの維持管理・再
生を支援する取組を進めています。
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私たちの提供価値

目標7  空き家の状況に応じた適切な管理・除却・利活用の一体的推進
目標8  居住者の利便性や豊かさを向上させる住生活産業の発展

VA L U E

近年、管理不全の空き家や高経年マンションの増加が社会問題となっており、住宅の適切な維持管理や長
寿命化、マンション管理の適正化が急務となっています。機構では、さまざまな金融サービスの提供等を通
じ、良質な住宅ストックの形成と既存住宅市場の活性化を図るとともに、マンションの資産価値維持を支援
することで、こうした課題の解決に取り組んでいます。

マンション共用部分の性能向上リフォームや 
管理計画認定の取得で資産価値を向上 
　小手指ハイツＭ棟（埼玉県所沢市、昭和58年築）は、工事費高騰

下であっても適切な時期にサッシ交換を含む大規模修繕工事を実施す

ることを目指していました。無理のない資金計画の実現を目標に掲げ、

マンション共用部分リフォーム融資を活用することにしました。同融資の

利用にあたっては、機構の親身なサポートもあり、①省エネ改修工事、

②管理計画認定の取得、③マンションすまい・る債の積立を実施するこ

とで年▲0.6%の金利引下げが実現しました。今後も、計画的な大規

模修繕工事の実施等によりマンションの資産価値の維持・向上に努め

てまいります。

� 小手指ハイツＭ棟管理組合から寄せられたコメント

Close Up !

主な商品・サービス

地域社会を支える
住宅ストックの保全・活用

⚫【フラット３５】Ｓ（耐久性・可変性（長期優良住宅））
⚫【フラット３５】リノベ（耐久性・可変性（長期優良住宅））
⚫【フラット３５】維持保全型
⚫【フラット３５】中古プラス

⚫【フラット３５】地域連携型（空き家対策）
⚫【リ・バース６０】

主な商品・サービス

長期優良住宅ストック数（累計）※ 26.2万件
令和6年度

【フラット３５】申請件数に占める 
既存住宅割合 34.9%

空き家対策について、【フラット３５】地域連携型において
連携している地方公共団体数の推移

⚫【マンションすまい・る債】

主な商品・サービス

⚫マンション共用部分リフォーム融資
⚫マンションライフサイクルシミュレーション
⚫大規模修繕の手引き
⚫性能向上工事を進める際の工夫点

小手指ハイツM棟

令和6年度
応募金額 1,027億円

令和6年度
応募組合数3,592組合

高性能サッシへの交換に
より断熱性能を向上

※令和7年3月31日時点

埼玉県所沢市
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機構の全体像 価値創造ストーリー 「住まいのしあわせ」を創出する取組
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社会的課題1  住まい方のニーズの多様化 
　機構では、地方・郊外への移住や、親との近居・同
居を希望する方等に対し、地方公共団体による財政的
支援と併せて【フラット３５】の借入金利を一定期間引
き下げる【フラット３５】地域連携型や【フラット３５】
地方移住支援型を提供しています。また、【フラット
３５】は、親子リレー返済によりこども等の後継者の年
齢で返済期間を設定できるほか、親族居住用の住宅
や複数地域居住のためのセカンドハウスを取得する
ニーズにも対応しています。
　さらに、【フラット３５】等の融資で同性パートナーを
連帯債務者として申込みできるようにする等、社会のダ
イバーシティニーズにも積極的に対応しています。

社会的課題2  デジタル技術の活用を推進し、もっと便利な住宅ローン手続を実現
　お客さまをはじめとするステークホルダーの皆さまに
とって、より簡潔で利便性の高い住宅ローン手続を実現
するため、災害復興住宅融資や【グリーンリフォームロー
ン】等において、Web上で融資のお申込みができるサー
ビスを提供しています。
　さらに、令和7年1月からは、【マンションすまい・る債】
の各種申請をWeb経由で完結できるサービスの提供を
開始したほか、【フラット３５】では、機構において共通イ
ンフラを構築し、希望する取扱金融機関においてシステ

ム開発費用等の負担なく、Web申込サービスの提供を
可能とする環境を整備しています。

私たちの提供価値

⚫【フラット３５】地域連携型（地域活性化）

主な商品・サービス

令和6年度
地域連携型（地域活性化）
申請件数 232件

⚫【フラット３５】（セカンドハウス、親族居住用、親子リレー）

令和6年度
セカンドハウス+
親族居住用申請件数 4,095件
令和6年度
親子リレー返済
申請件数 5,208件

⚫【フラット３５】地方移住支援型

目標1  「新たな日常」やDXの進展等に対応した新しい住まい方の実現

VA L U E

コロナ災禍を契機とし、新しい生活様式や働き方の変化に関心が高まる中、住宅分野における金融サービ
スへのニーズは、ますます多様化しています。また、住宅ローン手続においても、デジタル技術の活用によ
る利便性や生産性の向上が求められています。機構では、商品・サービスの充実と手続の改善に取り組ん
でいます。

安心で多様なライフスタイルを
叶える住まいの安心

群馬県安中市をはじめとする 
全国65の市町で90件の移住・定住を支援
　令和6年度は、地域への移住・定住を支援する【フラット３５】地域連

携型（UIJターン）および【フラット３５】地方移住支援型の合計で90件

の利用がありました。

　なかでも、「安中市移住・定住アクションプラン~あんなかLive~」を策

定し、人口減少社会においても暮らす楽しみにあふれるまちづくりに取り組ん

でいる群馬県安中市とは「安中市マイホーム取得支援金」および「安中

市結婚新生活支援補助金」の2つの事業で連携しており、令和6年度には

【フラット３５】地域連携型で5件の利用がありました。

Close Up !

⚫【グリーンリフォームローン】Web申込サービス

主な商品・サービス

　63.2%

群馬県安中市

令和6年度
申込件数に占める 
利用割合
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令和6年度末の負債（債券と借入金の残高）は約21兆円となりました。そのうち、金融市場からの調達であるMBSやSB等の残

高は約21兆円であり、負債（債券と借入金の残高）の99%を占めています。また、国からの調達である財政融資資金借入金の残

高は約0.2兆円となりました。

第四期中期目標期間（令和3年度~令和6年度）の最終年度ま

でに第三期末（令和2年度）と比較して2.5%以上削減との目標

に対し、適正な経費執行に努めた結果、令和6年度は−2.59%と

なり、目標を達成しました。
※�一般管理費…営業経費から業務執行に係る経費、人件費、公租公課、デジタル化関連
経費、業務運営上の義務的経費および特殊要因に基づく経費を除いたもの

第四期中期目標期間（令和3年度~令和6年度）において、証

券化支援業務は平均0.15%以下との目標に対し0.13%、直接

融資業務は平均0.52%以下との目標に対し0.37%となり、目標

を達成しました。
※�証券化支援業務の経費率…事務関係費、債券発行関係費等の年度合計額の買い取っ
た住宅ローン等の年間平均買取債権等残高に対する割合

※�直接融資業務の経費率…事務関係費、債券発行関係費等の年度合計額の融資した住
宅ローンの年間平均貸出債権残高に対する割合

当期総利益は、前年度比592億円減益の1,596億円となりました。主な要因は、既往債権管理勘定において貸付金利息や貸倒

引当金戻入額が減少したこと、証券化支援勘定において貸倒引当金が戻入から繰入に転じたことです。なお、第四期中期目標期間

の最終年度である令和6年度の積立金（利益剰余金2兆1,672億円）のうち、金利変動リスクによる将来の損失の発生等に備える

ために必要な額は第五期中期目標期間に繰り越し、残額の148億円は国庫納付しています※3。
※3��令和5年度までの国庫納付額（累計）は2,724億円で、令和6年度の国庫納付額は106億円です。

令和6年度末の資産（買取債権と貸付金の残高）は約22兆円となりました。そのうち、【フラット３５】（買取型）の残高（買取債権

残高）は約18兆円であり、資産（買取債権と貸付金の残高）の82%を占めています。

※2��利益剰余金の勘定別の内訳（令和6年度）は、証券化支援勘定7,146億円、既往債権管理勘定8,975億円、その他の勘定5,551億円です。
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負債（債券と借入金の残高）当期総利益・総損失/利益剰余金・繰越欠損金（法人全体）	

資産（買取債権と貸付金の残高）

財務・非財務ハイライト
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過去、非転勤職の女性を多く採用していたこと等から、正職員の賃

金比率は66.6%です。近年の新卒採用においては、性別にかか

わらず同一条件での採用を行っていること等から、20代の男女別

賃金比率は96.5%となり、男女の賃金差異は縮小傾向です。

P.48 ��「人的資本の開示」

職員一人ひとりがカイゼン活動は自ら工夫し効率化することにより、

付加価値の高い仕事につながるものであることを意識して行動し、

全員参加で継続的に取り組んでいます。

P.73 ��「カイゼン活動」

お客さまコールセンターでは、お客さまからの問合せ・一般相談を

受け付けています。被災された方等に対して親身な応対を心がけて

います。

P.45 ��「お客さまコールセンターの丁寧な対応」

海外の機関への研修、国際会議での発表、国内外の機関との情

報交換等を通じ、各機関との連携を強化し、本邦事業者の海外展

開を支援しています。

P.62 ��「国際対応」

多様な人材が活躍し、職員一人ひとりが仕事と生活を両立すること

ができる働きやすい組織を目指し、女性活躍推進の取組を進めてい

ます。令和6年度の採用者に占める女性の割合は41.8%となりま

した。

P.50 ��「女性活躍推進」

育児休業制度をはじめとする仕事と育児の両立を支援するための

制度を設ける等、職員一人ひとりが働きやすい職場環境を目指した

取組を行っています。

P.50 ��「女性活躍推進」

平成31年1月に国内初の住宅ローンを資金使途とするグリーンボ

ンドをSBで発行して以来、継続発行しています。令和3年度から

はSBに加え、政府保証債としても発行しています。

P.64 ��「グリーンボンドの発行」

【フラット３５】地域連携型の仕組みを通じて、子育て支援、地方

移住支援、コンパクトシティ形成、空き家利活用、防災・減災、地

域産材使用、景観形成、高断熱住宅の推進といった地域の政策

課題の解決に積極的な地方公共団体とともに住宅取得を応援して

います。

P.59 ��「地方公共団体等との連携による政策課題への対応」
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男女別の賃金比率※ カイゼン件数お客さまコールセンターへの相談件数 国内外の機関との情報交換や支援の回数

女性職員の登用 育児休業取得者数グリーンボンド発行実績 地方公共団体との連携数

※�男性を100とした場合
　�集計対象期間:各年度の4月から3月まで
　�賃金:基本給、時間外勤務手当、賞与等を
含み、退職手当、通勤手当等を除く

財務・非財務ハイライト
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担当 監査、企業価値向上

任期 令和7年4月1日~ 
令和11年3月31日

主な
経歴

昭和56年4月 建設省入省
平成29年7月 国土交通事務次官
平成31年2月 三井住友信託銀行（株）顧問
平成31年4月 (公社)全日本不動産協会特別顧問、 
 全日みらい研究所所長
令和2年6月 (一財)土地総合研究所理事長
令和3年4月 当機構理事長
令和7年4月 当機構理事長（再任）

理事長

毛 利  信 二

役員一覧

担当 リスク統括、デジタル戦略

任期 令和7年4月1日~ 
令和9年12月31日

主な
経歴

平成2年4月 住宅金融公庫入庫
令和5年4月 当機構リスク統括部長
令和6年1月 当機構理事
令和7年4月 当機構副理事長

副理事長

喜 多  亮 衛

担当 経営企画、業務企画

任期 令和7年4月1日~ 
令和9年3月31日

主な
経歴

平成9年4月 建設省入省
令和5年7月 国土交通省大臣官房付
 (併)内閣官房内閣参事官（内閣官房副長官補付）
 (命)内閣官房国土強靱化推進室参事官
令和7年4月 当機構理事

理事（役員出向）

奥 田  誠 子

担当 国際・調査、財務企画、 
市場資金

任期 令和7年4月1日~ 
令和9年3月31日

主な
経歴

昭和63年4月  東京海上火災保険（株）入社
令和2年4月 東京海上日動火災保険（株）
 執行役員　栃木支店長
令和7年4月 当機構理事

理事

高 橋  学

担当 コンプライアンス・法務、審査、 
総務人事

任期 令和7年4月1日~ 
令和9年3月31日

主な
経歴

平成3年4月 住宅金融公庫入庫
令和5年4月 当機構近畿支店長
令和7年4月 当機構理事

理事

齋 藤  良 太

担当 事業融資、マンション・ 
まちづくり支援、債権管理

任期 令和5年7月31日~ 
令和7年7月30日

主な
経歴

平成5年4月 建設省入省
令和4年7月 国土交通省住宅局市街地建築課長
令和5年7月 当機構理事

理事（役員出向）

成 田  潤 也

担当 情報システム、
CS・事務管理

任期 令和7年4月1日~ 
令和9年3月31日

主な
経歴

平成2年4月 住宅金融公庫入庫
令和6年4月 当機構審議役　首都圏広域事業本部長
令和7年4月 当機構理事

理事

有 我  敦

担当 個人営業企画、
住宅融資保険

任期 令和7年4月1日~ 
令和9年3月31日

主な
経歴

平成2年4月 住宅金融公庫入庫
令和6年4月 当機構経営企画部長
令和7年4月 当機構理事

理事

横 谷  豊

理事長・副理事長・理事 監事

任期
令和3年7月1日~
令和6事業年度の 
財務諸表承認日

主な
経歴

昭和59年4月 (株)第一勧業銀行入社
平成29年6月 みずほ信用保証（株）代表取締役社長
令和3年7月 当機構監事

監事

木 村  誠

任期
令和3年7月1日~
令和6事業年度の 
財務諸表承認日

主な
経歴

平成3年4月 国土庁入庁
令和2年8月 国土交通省大臣官房参事官（土地利用担当）
令和3年7月 当機構監事

監事（役員出向）

大 塚  弘 美

任期
令和3年7月1日~
令和6事業年度の 
財務諸表承認日

主な
経歴

平成4年4月 大蔵省入省
令和2年7月  財務省大臣官房付（兼）内閣官房内閣参事官 

（内閣情報調査室）
令和3年7月 当機構監事

監事（役員出向）

鈴 木  恭 人

スキルマトリックス

氏名 役職 経営 住政策 金融・
経済 財務会計 リスク

管理
法務・
コンプラ
イアンス

人材 建築技術 IT・
デジタル 地方創生 国際

毛利	信二 理事長 ● ● ● ● ● ● ● ●

喜多	亮衛 副理事長 ● ● ● ● ● ● ● ●

奥田	誠子 理事 ● ● ● ● ● ●

高橋	　学 理事 ● ● ● ● ● ● ●

齋藤	良太 理事 ● ● ● ● ● ●

成田	潤也 理事 ● ● ● ● ●

有我	　敦 理事 ● ● ● ● ●

横谷	　豊 理事 ● ● ● ● ●

木村	　誠 監事 ● ● ● ●

大塚	弘美 監事 ● ● ● ●

鈴木	恭人 監事 ● ● ● ● ● ● ●

� 令和7年4月1日現在
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39   副理事長インタビュー
41   人に寄り添う取組

41 		金融リテラシー向上の取組	
45 		お客さまコミュニケーション	
47 		人財	
50 		働きやすい職場環境
54 		人権

55   デジタル技術活用と今後のDX展開
55			デジタル化プロジェクト担当者座談会

59   関係機関との連携・支援
59 		ステークホルダーとの連携	
61 		住宅金融に関する調査
62 		国際対応
63 		資金調達

64   環境への取組
64 		脱炭素社会の実現に向けた取組
65 		TCFD提言への対応

67   ガバナンス
67 		コーポレートガバナンス
69 		コンプライアンス
70 		リスク管理
71 		事業継続計画（BCP）
71 		情報セキュリティ
71 		個人情報保護
72 		内部監査
73 		カイゼン活動

「住まいのしあわせ」を創出する取組

職員一人ひとりが「住まいのしあわせを、ともにつくる。」を胸に、

関係機関の皆さまと連携しながら、誠実な姿勢でお客さまに寄り添い、

ともに歩んでいます。

また、政策実施機能の最大化を図るため、環境や人権に配慮しながら、

業務基盤の強化に取り組み、組織の信頼性や効率性の確保に努めています。

「住まいのしあわせ」を
 創出する取組
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ー機構の未来に対するビジョンは

　私たちは、全職員から意見を募集した上で意見交換
を行う等、約1年かけて全職員参加型で検討し、令和6
年2月に長期ビジョン「住宅金融支援機構 Vision 
2035」を策定しました。
　2035年のありたい姿として、私たちは、時代ととも
に変化する「住まいのしあわせを、ともにつくる。」プロ
フェッショナル集団であり続けたい、と決意しました。

ー「住宅金融支援機構 Vision 2035」
における将来予測と取組内容は

　少子高齢社会やグローバル化の進展等を背景とし
て、将来、高齢者、子育て世代、外国人居住者等の多
様な人々による世帯構成の多様化や二拠点居住、家
族構成の変化、生活様式の変化等によるライフスタイ
ルの多様化が予測されます。
　そのような中で、【フラット３５】による長期固定金利
の安心の提供、自然災害で被災された方の住宅再建
支援等を継続しつつ、将来のさらなるライフスタイルの
多様化に柔軟に対応し、さまざまな人々が自身のライ
フスタイルにあった安心で豊かな暮らしを実現できる
よう支援していきます。
　また、既存住宅流通の促進、空家対策、高経年マン
ション対応、災害対応、カーボンニュートラルの実現と
いった住まいに関連した社会課題の解決に貢献するこ
とが求められます。

副理事長インタビュー

未来を想像し、「住まいのしあわせ」の
体現に向けて変革

副理事長

喜 多  亮 衛

　そのため、住宅の取得を中心とした支援に加えて、
取得後の維持管理、性能・快適性向上を目的としたリ
フォーム、売却、解体、建て替えといった住宅のライフ
サイクルを通じた支援により、住宅の価値を維持・向
上させること、地域全体の価値を維持・向上させるこ
と、ひいては住宅が後世に住み継がれることにより多
様な人々のライフスタイルを実現することといった住ま
いの価値向上に貢献していきます。
　そして、日本銀行の金融政策の変更で「金利のある
世界」になったような、金融情勢の大きな変化に的確
に対応しながら、将来起こりうる変化に対しても柔軟か
つ的確に対応するため、AI・デジタル技術を活用し、
これまでの手法にとらわれない最適なサービスをス
テークホルダーの皆さまと連携しながら、不断に探求
し、提供し続けます。

ープロフェッショナル集団となるために 
必要なことは

　社会環境・金融情勢の変化に対応し、「住宅金融支
援機構 Vision 2035」を実現するためには、AI・デジ
タル技術を活用した持続可能な業務基盤や、生産性・
効率性が高く、挑戦し続けることのできる組織体制の
整備、人材戦略に基づく人材育成や将来にわたって働
きやすく・働きがいのある職場環境づくりに取り組む
必要があると考えています。

ー業務基盤や組織基盤の充実に関して、 
現在取り組んでいることは

　中期目標の達成に向けて、国の政策実施機関として
の機能の最大化を図るため、地方公共団体や民間金
融機関等のステークホルダーの皆さまと連携して、政
策課題の解決に取り組むべく、業務基盤や組織基盤
の充実に関してさまざまな取組を行っていますが、ここ
では5つの取組をお伝えしたいと思います。

人に寄り添う取組
　社会環境・金融情勢の変化に応じて、お客さまの期
待やニーズも変化しますが、お客さまの住宅ローンに
関する理解度を把握しながら、金融リテラシー向上の
ための情報発信等のお客さまに必要な客観的で正確
な情報を他機関等と連携してタイムリーに提供するこ
とに努めるとともに、特に高齢者、障がい者、被災者に
十分に配慮しながら、お客さまコールセンターでの電
話対応、被災地での融資相談等において、誠実に、迅
速に対応しています。

デジタル技術活用と今後の DX 展開
　「住宅金融支援機構 Vision 2035」の実現に向け
て、「住宅金融支援機構デジタル戦略2035」を策定し、
デジタル技術や保有データを活用したお客さまのライ
フサイクルを通じたサービスの提供、生成AI等を活用
した事務改善やお客さまサービスの向上を継続的に
追求していくこととしました。今後は、本戦略に則った
取組を進め、お客さまをはじめとするステークホルダー
の皆さまの更なる負担の軽減および利便性の向上を
図りつつ、新たなビジネス価値を創出していきます。

関係機関との連携・支援
　子育て、空き家の利活用、高齢者の住宅取得、災害
からの復興といった各地域が抱える課題に対して、【フ
ラット３５】や【リ・バース６０】、災害復興住宅融資と
いった金融サービスにより、地方公共団体や民間金融
機関等と連携して、解決策を講じています。
　また、国内の住宅や金融に関する調査のほか、海外
インフラ展開法および同法に基づく基本方針を踏まえ、
アジアを中心に外国政府・政府関係機関に対して、住
宅市場や住宅金融制度に関する調査、情報提供、人材

育成等を実施しています。

環境への取組
　2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、ZEH
等のより高い水準の省エネルギー性能を有する住宅
を取得する場合に借入金利を一定期間引き下げる【フ
ラット３５】Ｓ、断熱性を高める等の一定基準を満たす
省エネリフォームを融資対象とする【グリーンリフォー
ムローン】、子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資、
グリーンボンドの発行等を通じて地球環境に貢献して
います。

ガバナンス
　内部統制基本方針に基づき、ガバナンス体制、コン
プライアンス態勢、内部監査体制を構築・強化し、業
務の健全性や適切性を確保するとともに、企業価値向
上委員会（内部統制委員会）を設置して、企業価値向
上に努めています。また、社会的信用や経営の自律性、
効率性および透明性を向上させるため、業務に内在す
るリスクを各リスクカテゴリーに分類しつつ、統合的な
リスク管理態勢を構築しています。10項目のトップリ
スクを定め、発現可能性や経営への影響度に応じたリ
スクマップを作成し、大局的な見地からリスクをコント
ロールしています。そのほか、カイゼン活動にも力を入
れており、平成24年度から毎年度「カイゼン大会」を
開催し、優秀事例を選定・表彰し、内部で共有すること
で、職員のカイゼン意識の向上を図り、業務の効率化
を推進しています。

　これからも「住まいのしあわせを、ともにつくる。」を
体現し、お客さまに「安心」と「満足」をお届けします。
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連 携
①住宅ローンに

関する研修内容提供

②研修講師の派遣

②研修講師
の派遣

③情報発信

住宅金融
支援機構が
紹介する
法人等

住宅取得予定者等

YouTube動画「誰でもわかる住宅ローン」 
　機構では、令和6年7月に住宅金融リテラシーの向上を�

目的としたYouTube動画「誰でもわかる住宅ローン」を

配信しました。

　この動画は、3部構成になっており、金利の変動が返済

額に与える影響や変動金利と固定金利の特徴等について

解説しています。

金融リテラシー向上の取組 

ファイナンシャルプランナー出演による動画等 
　令和6年度は、日本銀行が政策金利を引き上げ、変
動金利型の住宅ローン金利が上昇する傾向が見られ
ました。「金利のある世界」への移行が進む中で、お客
さまが正しい情報を入手し、最適な選択を行うことが
求められます。
　機構では、令和7年1月と3月に全国新聞各紙で住
宅ローンの金利に関する啓発広告を掲載しました。ま
た、ファイナンシャルプランナーの竹下さくら氏による
「金利のある世界で住宅ローンをどう選ぶか？」と題し
た動画を制作し、住宅金融に関する情報を発信してい
ます。

YouTube公式チャンネル開設
　機構では、融資・金融商品に関する情報発信を目的
に、令和5年2月にYouTube 公式チャンネル「住宅金
融支援機構（JHF）公式チャンネル」を開設しました。
　【フラット３５】、【リ・バース６０】等の商品や【フラッ
ト３５】子育てプラス等の金利引下げメニュー、【フラッ
ト３５】の技術基準に関する説明動画を配信しています。
　また、お客さまに住宅ローンに関する正しい知識を
持っていただくため、住宅ローンの基礎知識や選び方
に関する動画も配信しています。

　さらに、機構のパーパスである「住まいのしあわせ
を、ともにつくる。」を体現した象徴的な取組として、平
成28年4月に発生した熊本地震からの復興をテーマ
にした動画等、これまでに約80本の動画を配信してい
ます。
　今後もお客さまやステークホルダーの皆さまに向け
て有益な情報を発信していきます。

住宅分野に関する金融リテラシー向上に向けた連携イメージ

①�J-FLECが実施する「J-FLEC認定アドバイザー※向

けフォローアップ研修（動画）」のうち、住宅ローンに関

する内容を住宅金融支援機構が作成・提供します。
※�特定の金融機関や金融商品に偏らない中立的な立場から、相談者や講義
受講者に寄り添って金融経済に関するアドバイスを提供する人材。令和7
年3月31日時点で合計1,236名

②�J-FLECが、住宅金融支援機構や住宅金融支援機構

が紹介する法人等に講師を派遣し、金融経済に関する

出張研修を実施します。

③�住宅取得予定者等に対して、両者が連携して住宅金融

に関する適切な情報を発信していきます。≳詳しくはこちら≳
YouTube公式チャンネル
https://youtube.com/@jhf.2007

金融経済教育推進機構（J-FLEC）との連携
「住宅分野に関する金融リテラシー向上 
に向けた連携」の合意
　「金利のある世界」に移行し、金利環境等の社会
経済情勢が大きく変化する中で、機構とJ-FLECは
これまでも金融経済教育のあり方について実務的
な意見交換等を行ってきました。その結果、令和7
年4月に両機構の理事長が協議し、金融リテラ
シー向上に向けて、住宅取得予定者等に対する
「金利のある世界を踏まえた『住宅分野に関する金
融に係る適切な情報の普及啓発』を目的とした連
携」を行うことを合意しました。

Close Up !

「住まいのしあわせ」を創出する取組

Close Up !

第1部
これから借りる人編

第2部
すでに固定金利で借りている人編

第3部
すでに変動金利で借りている人編

人に寄り添う取組
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継続教育研修会への講師派遣
　令和7年2月に開催された日本FP協会熊本支部主催

の継続教育研修会において、最新の住宅ローン事情を

テーマに機構職員が講師を務めました。金利動向を踏まえ

た住宅ローンの選び方や省エネ基準義務化等を踏まえた

融資・税制・補助制度を紹介しました。併せて、災害復

興住宅融資を始めとする機構の融資制度についても紹介

しました。

金利変動リスクに対する理解の 
必要性を実感
　17年ぶりに金利のある世界となる中で、貸出残高が

100兆円を超える変動金利ローン利用者全体の状況を把

握することは、今後の日本経済を考える上でも有用と考え、

本調査に取り組みました。

　調査結果は複数のマスコミにも取り上げていただき、金

融機関や政府関係機関と情報交換する中でも「このような

実態を踏まえると、金利変

動リスクを十分に理解したう

えで住宅ローンを選択することが

必要」との意見が多く聞かれました。

　本調査結果が、これから住宅ローンを検討される方等に

とって、参考になれば嬉しく思います。

日本FP協会等との連携
公平・中立的な立場で情報発信
　ファイナンシャルプランナー（FP）とのより一層の連携を図る
ため、機構は令和6年9月にNPO法人日本ファイナンシャル・プ
ランナーズ協会（日本FP協会）の法人賛助会員※となりました。
　また、機構は日本FP協会会員向けの研修プログラムである継
続教育研修会や、日本FP協会が承認した勉強会組織であるス
タディ・グループにおいて、講師として公平・中立的な立場から
住宅ローンの選び方やライフプランに合わせた住宅ローンの提
案方法等についての解説を行っています。
　そのほか、地域のFPとタイアップして、住宅ローンセミナーの
開催や、インターネット、新聞等を通じ、金利動向を踏まえた住宅
ローンの選び方等についての情報発信に取り組んでいます。
※�日本FP�協会の目的に賛同し、日本FP�協会が行う事業活動を支援する企業および団体

まったく把握して
いなかった

ほとんど把握して
いなかった

あまり把握して
いなかった

9％

11％

34％ ざっくりとは
把握していた 42％

具体的に試算して
把握していた

4％

金利上昇時の返済額への影響について
（借入当時の把握度）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

将来の金利のことはあまり考えて
も仕方ない

借入金利が上がったとしても、
収入や貯蓄により十分対応できる

変動金利タイプは多く利用されて
いるから大丈夫だろう
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金利変動リスクに対する意識
（借入当時の捉え方）

金利のある世界における変動金利住宅ローン利用者の実態調査
利用者の約7割が「借入金利の上昇」に不安感
　住宅ローン利用者のうち、変動金利ローン利用者の
割合は、米国の約1割に対して日本は約8割と、世界的
に見ても高水準となっています。
　令和6年3月に日本銀行がマイナス金利を解除し、
金利のある世界へ移行しつつあったことから、変動金
利ローン利用者を対象にしたインターネット調査を実
施しました。
　本調査を通じて、変動金利ローン利用者の約7割が
「借入金利の上昇」を不安に感じていることや、半数
以上の方が将来金利が上昇した場合の返済額への影
響をあまり把握していなかったこと等が明らかになり
ました。 0 10 20 30 40 50 60 70 80

51％
65％

27％

27％

25％

10％

住宅ローンの返済継続にあたって
不安に思っていること

借入金利の上昇

物価の上昇

自身の収入の減少

家の修繕・維持費（税金・保険）

想定外の大きな支出

病気、ケガ

Interview

国際・調査部調査グループ 

矢 野  聡

継続教育研修会の様子

Close Up !

「住まいのしあわせ」を創出する取組

日本FP協会会報（FPジャーナル）から抜粋

　変動金利ローンを返済中の方は、金利が上昇した場
合の「返済額のシミュレーション」や「借入金利・返済
額の見直しルール」等に関心がありました。
　また、変動金利ローンを借り入れた当時、金利が上
昇した際の返済額への影響についてどのくらい把握し
ていたか尋ねたところ、5割以上の方が、「まったく把
握していなかった」「ほとんど把握していなかった」「あ
まり把握していなかった」という状態であることがわか
りました。
　さらに、変動金利ローンを借り入れた当時、将来の
金利変動リスクに対してどのように考えていたかを尋

ねたところ、7割以上の方が、「将来の金利のことはあ
まり考えても仕方ない」「変動金利タイプは多く利用さ
れているから大丈夫だろう」「住宅ローンに金利変動リ
スクがあることをあまり分かっていなかった」「借入金
利は上がらないまたは下がるので影響はない（リスク
はない）」と考えていたことがわかりました。
　これらのことから、金利のある世界において、住宅
ローンの金利変動リスク等を正しく理解して住宅ロー
ンを選択できるよう、今後一層、金融リテラシーの向上
のための情報提供が求められます。

棒グラフの調査は複数回答可として設問（上位6つの回答）
出所/住宅ローン利用者の実態調査（2024年5月調査）

変動金利ローンを返済中の方の声
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お客さまコールセンターの丁寧な対応
　お客さまコールセンターでは、年間約9万件（令和 
6年度）のお客さまからの問合せをフリーダイヤルによ
り受け付けています。お客さまに寄り添った対応を心
がけており、住宅ローンを検討中のお客さまから返済
中のお客さままで、専門知識を持つ職員等が丁寧に対
応しています。また、お客さまが安心して商品および
サービスをご利用いただけるよう、お客さまからの声
を収集、分析し、業務改善に活かしています。

　

お客さま保護のための適正利用推進
　お客さまが【フラット３５】の不適正利用に巻き込ま
れないために、【フラット３５】は投資用物件の取得資
金に利用できないことについて、ホームページやパン
フレットや YouTubeでの動画配信による注意喚起、金
融機関との意見交換等を実施しています。

パンフレットの「見やすさ」を追求
　【リ・バース６０】総合案内パンフレットは、60歳以上の

お客さまが読み手となることを想定した情報量とし、商品説

明を「できるだけわかりやすく表現すること」を意識して作成

しました。

　検討にあたっては、お客さまコールセンターの入電内容

を分析し、質問が多い点や、わかりにくい点は図やマンガを

活用して説明しています。

　さらに、資金計画の検討や、家族との相談等、事前準

備内容を案内し、スムーズにお申し込みいただくための工夫

も取り入れています。

　当該パンフレットは、機構

のパンフレットとしては初めて、

「見やすいデザイン」の第三者

認証を取得することができました。これ

は、UCDA�が、第三者の公正な審査を経て、ユーザにとっ

て見やすく配慮されたデザインであると認証したものです。

この認証を取得したことにより、私たちは自信をもって、お客

さまにパンフレットを提供することができています。

「能登はやさしや土までも」 
　令和6年1月1日、私の出身地である石川県鳳珠郡能

登町を最大震度7の地震が襲いました。私は、年末年始

に帰省していたため、母とともに被災し、避難所での生活を

余儀なくされました。

　避難されてきた方々は、自宅が倒壊していても命があるこ

とに感謝し、より厳しい状況に置かれている他者のことを気

遣っていました。「能登はやさしや土までも」という地域の強

い絆と助け合いの精神を象徴

する言葉が心に浮かび、復興支

援に全力を注ぐ決意をしました。

　被災者の皆さまが一日でも早く安心して暮らせるよう、精

一杯サポートしていきます。

お客さまコミュニケーション 

被災した方への親身な対応
　北陸支店では、令和6年能登半島地震等で被災さ
れた方々の住まい再建を支援するための相談を承って
います。相談に来られる方々の被災状況や再建計画
等は異なるため、一人ひとりのお話を丁寧に伺い、分
かりやすい説明を心がけています。
　奥能登地域は高齢化率が高く、相談に来られる方の

多くが高齢者です。年金収入のみで資金確保が難し
い方には、リバースモーゲージ型住宅ローンを利用し
た再建方法も提案しています。
　今後も、被災者の不安を少しでも解消し、安心して住
まいの再建に取り組めるよう、サポートを続けます。

CSアンケート調査
　お客さまの満足度向上を目的としてCSアンケートを
実施しています。【フラット３５】、【リ・バース６０】等を
ご利用いただいたお客さまを対象とし、融資制度や手
続に関するご意見を収集し、サービス改善に役立てて
います。
　【フラット３５】をご利用いただいたお客さまからは、

【フラット３５】を選択した理由として、商品性の部分に
ついては「返済額が確定する（全期間固定金利）」や「こ
どもの人数等に応じた金利引下げ制度がある」、商品
性以外の部分については「将来の金利上昇に備えた
い」といった回答が上位を占めました。

Interview

住宅融資保険部 
リ・バース６０推進グループ

我 妻  美 香

Interview

北陸支店 
住まい再建支援担当

小 松  美 貴 枝

　電話応対品質向上のため、

基本スキル（第一声、滑舌等）

習得や複雑な内容の問合せ、高

齢のお客さまからの問合せ等をテーマ

に研修を実施しています。ロールプレイング形式にて

実践的なトレーニングを行い、フィードバックを通じて

改善点を明確化しながら、着実にスキル向上を図って

います。

UCDAアワードの受賞 
　【リ・バース６０】総合案内パンフレットは、高齢者が読みやす
いデザインが実現されているとして、UCDAアワード2024 印刷物
カテゴリ パンフレット部門において「特別賞」を受賞しました。
　また、年間を通じた「企業の情報品質」が評価される総合賞では、
機構自身の1年間のユニバーサルコミュニケーションデザイン活
動が評価され、「総合賞(ブロンズ)」を受賞しました。

ユニバーサルコミュニケーションデザイン協会（UCDA）
産業・学術・生活者の重層的な議論によって「わかりやすさ」の基準を策定し、情報
コミュニケーションが生活者にとって「見やすく、わかりやすく、伝わりやすい」デザイン
になっているかを評価・認証する国内唯一の第三者機関

UCDAアワード
企業・団体・行政が生活者に発信するさまざまな情報媒体を、第三者が客観的に評
価し、各カテゴリにおいて優れたコミュニケーションデザインを表彰するアワード

先が読めない現代において、金利が
固定されていることは、住宅を購入す
る人にとって非常にありがたい選択肢
だと思います。

Close Up !

Customer Voice

「住まいのしあわせ」を創出する取組

変動金利型は金利が低いメリットも
ありますが、長期間の返済を考える
と、固定金利の方が安心できると思
い、【フラット３５】を選びました。

こどもがいる私にとって、子育て世帯を
支援する「子育てプラス」の金利引
下げ制度があり、本当に助かりました。

YouTubeでの動画配信による注意喚起
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人材育成実施計画に基づく充実した研修内容 
　機構では住宅金融のプロフェッショナル人材を育成する

ため、毎年度、人材育成実施計画を策定し、職員一人ひと

りが自ら成長する意識を持ち、その成長を支援する機会とし

て、現場でのOJTと集合研修等のOFF-JT�の両輪によ

る人材育成に取り組むとともに、自己啓発の支援を行ってい

ます。

　特に、新卒採用職員については、入構後1年間は特別

指導員制度のもとで、研修のほかOJTを中心として育成を

行っています。

　また、入構後3年間を「機構人材育成期間」と位置付

け、重点的に研修等を実施し、基本的なビジネススキルや

業務知識を習得する機会を設けています。

　その後も、昇格時等に実施する階層別研修に加え、金

融・証券や住宅政策を学ぶための研修、外部機関への派

遣等、専門能力を高めるためのさまざまな取組を通じて職

員一人ひとりのリスキリング・アップスキリングを継続して支

援しています。

　最近では、IT・デジタル人材の育成にも特に力を入れて

取り組んでいます。IT�・デジタル化の知識・スキルの習得

を目的とした公募型研修を継続して実施するとともに、令和

7年度は、IT�・デジタル化技術を各種業務に導入していく

ための知識・スキル、マネジメント能力の習得を目的とした�

指名制の「ビジネスアーキテクト研修」を新たに実施し、機

構におけるIT・デジタル化をさらに進展させる取組を行って

いきます。

住宅金融のプロフェッショナル集団を育成
　当機構では令和5年度に「将来の住宅金融支援機
構のありたい姿」である長期ビジョン「住宅金融支援
機構 Vision 2035」を策定しました。これは、第五期
中期目標期間に掲げられた目標を達成するだけでな
く、その先にあるさまざまな社会課題の解決に向けて
取り組む職員の決意でもあります。
　これらを実現していくにあたって、住宅金融のプロ
フェッショナル人材を確保・育成するための「人材確
保・育成方針」を策定し、人材開発に係る投資を強化
しています。
　採用においては、従来の新卒、社会人採用に加え、
専門人材をターゲットとした採用やアルムナイネット
ワークの構築等、採用ルートの多様化を進めています。
　人材育成では、金融や住宅政策等に関する専門的
な知識の習得を目的とした研修のほか、IT・デジタル
化技術を各種業務に導入していくためのリーダーの育
成を目的としたビジネスアーキテクト研修を導入する
等、IT・デジタル分野の育成も推進します。
　また、適所への人事配置、外部組織との人事交流、
自立的なキャリア形成を支援するための社内公募の
実施等も組み合わせながら、専門知識・スキルの向上
を促すことで住生活分野の政策実施機能の最大化を
担う専門集団となることを目指します。

職員のエンゲージメントの向上にむけて
　さまざまな社会課題の解決に貢献するためには、職
員一人ひとりがプロフェッショナルであると同時に、職
員こそが最大の財産であることから、多様なバックグ
ラウンドを持った人財が、その能力を最大限発揮でき
る組織であることが必要です。そのためにはダイバー
シティ&インクルージョン（D&I）の推進が重要となり
ます。

　女性活躍推進では、キャリアアップ支援に積極的に
取り組むとともに女性管理職候補者に係るKPIを設定
し、育成を図っています。
　また、職員が安心してキャリアを継続できるように、
仕事と育児の両立支援に関する情報交換や育児中の
職員同士の交流会の開催、あらゆる世代が育児に参
画できる休暇制度等の導入に取り組んでいます。
　そして、令和6年度には、本店勤務の若手職員を中
心に部署横断的に結成された「組織活性化に資する人
材投資等検討チーム」から60を超える提言を受けまし
た。提言を踏まえ既に実行に移した人事施策もあり、
検討が必要なものは総務人事部内で検討を継続してい
ます。
　組織として、職員の声に耳を傾けながら、今後も大胆
な処遇改善等の人事施策の取組や職員の健康維持・
増進に向けた健康経営の推進を通じて、すべての職員
が生き生きと活躍できるよう職員のエンゲージメントが
向上する組織づくりを進めます。
　これらの取組は「住まいのしあわせを、ともにつく
る。」存在であり続けるための源泉となるものと考えて
います。

人財 

「住まいのしあわせを、ともにつくる。」
 存在であり続けるために

人事担当役員

齋 藤  良 太

人材開発投資

令和6年度 平均投資金額

Close Up !

人的資本の開示
定量情報 その他の開示情報

人材育成

人材開発投資額（1人あたり）※1 67,264円

⚫�金融・証券関連専門講座
⚫�地域連携業務の推進のための研修
⚫�AI・機械学習習得研修
⚫�デジタルリテラシー習得研修
⚫�ITリテラシー習得研修
⚫�海外長期派遣研修　等

保有資格者数※2

FP1・2�級 301人

宅地建物取引士試験合格者 321人

1・2�級建築士試験合格者 62人

証券アナリスト 29人

ITパスポート 85人

応用情報技術者 13人

G検定 24人

データサイエンティスト検定 TM

リテラシーレベル 10人

研修※1
実施回数 26回

延べ参加人数 468人

専門人材※3の認定者数※2 26人

人材の流動性

新規採用職員の3年以内離職率※1 5.5%

⚫�兼業制度※4の実施
中途採用者比率※1 35%

女性職員割合※2 35.4%

女性職員採用率※1 41.8%

ダイバーシティ

女性管理職比率※2 9.0%

男女別の賃金比率※1、※5

全労働者 57.1%

正職員 66.6%

パート・有期職員 63.2%

男性職員の育児参加休暇等取得率（合計5日以上）※1 100%

コンプライアンス教育 コンプライアンス等の研修の受講率※1、※6 100%

※1�令和6年度における実績
※2�令和7年4月1日時点
※3��高度な専門性ならびに市場での技術水準および要求水準の進展に応じた能力の向上が求められる業務分野において、中核を担うことが期待される人材
※4��機構では、職員の専門能力向上、社会貢献等を通じたモチベーション向上につながると考えられる兼業を認めています。ただし、業務の遂行に支障が生じるおそれがないこと

等の基準を設けています。
※5��男女別の賃金比率の詳細については、財務・非財務ハイライト（P.34）を参照ください。
※6��令和6年度コンプライアンスプログラムに定めるコンプライアンスミーティングまたはeラーニングの受講対象職員のうち、産休・育休等のやむを得ない事情で欠席した職員を

除きます。

「住まいのしあわせ」を創出する取組

6.7万円/人
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業務に直結する知識を幅広く学ぶ 
　現在、住宅の技術基準や検査スキームの企画・運用改

善を担当しています。機構の自己啓発支援制度を利用して

一級建築士を取得しました。法規や構造等の基礎知識を

習得したことで、技術基準等の専門的な照会にもスムーズに

対応できるようになりました。着実な対応の積み重ねが周囲

の人々からの信頼を得ることに繋がっていると感じます。

　今後は、現在の業務と関連

する建築関係の知識習得だけで

なく、金融分野等の学習にも取り組み、

さらに幅広い知識を身につけていきたいと考えています。

一緒に悩み、考えることが大切
　お客さまに寄り添った対応を行うためには、お客さまの一

番近くで問合せや返済相談に対応している金融機関との

連携が不可欠です。日頃からお客さまのために尽力されて

いる金融機関の担当の方と、気楽に相談してもらえる信頼

関係を構築するため、若手職員には、質問等に迅速、丁

寧、正確に答えることの大切さを伝えています。加えて、可

能な限りお客さまとのカウンセリングに同席してもらい、一緒

に悩み、考えるといったリアルな体験を通じて学んでもらうこ

とを重視しています。

　返済相談の現場でお客さまとの信頼関係を築くために

は、住宅金融のプロフェッショナ

ルとして金融知識や機構の融資

制度に精通することはもちろん、困って

いるお客さまを救うという熱意と誠意をもつことが大切です。

　お客さまに対して、まずは長年の返済に対する感謝の気

持ちを伝え、お客さまの話を共感をもって肯定的に聞き、真

意を汲みとる、そのための技法と想いを伝えていくことが、若

手職員の成長に繋がると信じています。

仕事と育児の両立を支援する 
各種制度を利用した働くママの声 
　2度の出産・育休を経て、現在は【フラット３５】の推進

業務に従事しています。

　出産・育休・復職の時期は多忙かつ緊急の対応を要

する部署に在籍していましたが、周囲の方々の配慮もあり、

過度なストレスなく過ごすことができました。復職後も勤務

時間が限られていることや急な休みを取得する可能性があ

ることを上司に伝え、業務スケジュールの調整等をすること

で仕事と育児を両立できました。利用してよかった制度は、

育児休暇（※1）、子の看護等休暇（※2）、特例時差勤務（※3）で

す。�生後約7か月で復職し、0歳児育児とフルタイム勤務

の両立は難しかったため、1歳になるまで育児休暇にて有

給で時短勤務ができたのは助かりました。

　子の看護等休暇は、子の

体調不良等で勤務が難しい時に

時間単位で活用しました。

　また、完遂したい担当業務は上司と相談しつつ、テレ

ワークを活用し処理できました。責任ある業務も任せてもら

えており、マミートラックを感じたことはありません。

　現在は育児と仕事の両立ができていると感じますが、子が

成長するにつれ新たな悩みが生じる場合は、職場と相談し

支援制度を活用して引き続き両立をしていきたいと思います。

充実した自己啓発支援制度 
　機構では、社会情勢の変化に的確に対応しつつ、住
宅金融市場における先導的・模範的な取組の担い手
として顧客価値の創造を体現できる住宅金融のプロ
フェッショナルとなる人材の育成を実現するため、自己
啓発支援制度により、自らの能力を自発的に向上させ
る職員を支援しています。

　補助対象とする指定資格の受験料に加え、指定資
格の取得を目的とした通信・通学講座の受講料や書
籍の購入費用も補助する等、制度を充実させ、職員一
人ひとりの自己研鑽を促進しています。

働きやすい職場環境

女性活躍推進 
　機構では、女性活躍推進法に基づく行動計画（令和
6年4月2日～令和8年4月1日）において目標を設定
し、取組を進めています。各種制度の拡充を図る等、
仕事と育児の両立支援に取り組んできた結果、出産等
を理由に退職するケースは減少しています。
　更なる女性活躍の推進には管理職の占める女性職

員の割合の向上が重要になるため、管理職候補者に
係るKPIを設定し育成を行うとともに、社会人採用をよ
り積極的に行うことで女性活躍を組織の次の成長に
繋げていきます。

Interview

マンション・まちづくり支援部 
技術統括室　技術統括グループ

長 嶋  星 奈

Interview

首都圏業務第一部 
債権管理グループ

堀 田  一 郎

ベテランから若手へのスキルの承継 
　長期にわたる住宅ローンの返済期間中には、お客さ
まを取り巻く環境が変わることもあります。
　機構では、お客さまに起こるさまざまな変化に対応
するため、多様な返済方法変更のメニューをそろえ、
金融機関と連携して、お客さま一人ひとりの事情に合っ

た返済方法を提案しています。
　これまでも、そしてこれからも、住宅ローンを利用中
のお客さまに返済中の安心を提供し続けるため、豊富
な知識と経験を持つベテラン職員から若手職員への
スキルの継承を進めています。

Interview

首都圏業務第一部営業グループ

伯 耆  渓 菜

女性活躍推進法に基づく行動計画における目標

「住まいのしあわせ」を創出する取組

※1�1歳に達するまでの子を養育する職員が養育のために必要な場合に取得できる有給の休暇
※2�小学校を卒業するまでの子を養育する職員が、負傷し、または疾病にかかった当該子の世話等を行うために取得できる有給の休暇
※3�小学校を卒業するまでの子を養育する職員等が、1日の勤務時間を変更することなく、始業・終業時刻を1時間変更して勤務することを認める制度

目標1 目標2

⚫�管理職に占める女性職員の割合:9%以上
　※�令和9年4月1には10%以上を目指す。
⚫�主任調査役および調査役に占める女性職員の割合:33%以上

⚫�男性職員の育児休業の取得率:50%以上
⚫�女性職員の育児休業の取得率:原則100%
⚫�配偶者の出産のための休暇および育児参加のための休暇取得:対象
者である男性職員の90%以上が合計5日以上取得

令和7年4月1日時点

管理職に占める
女性職員の割合

常勤職員数

330人
女性

9.0％ 91.0％
女性

41.8％
女性

602人
男性 男性

58.2％
男性

令和6年度
採用者の
女性割合
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「親族育児参画休暇」の取得 
　北海道に住む長女が令和6年10月に出産し、東京から

初孫に会うために「親族育児参画休暇」を4日間取得しま

した。

　初めてのこどもを育てる夫婦の負担は大きく、休暇中は

娘からのリクエストに応じてあげることができました。

　この制度ができたことにより、「娘の育児支援のために休

暇を取得します」と職場内で声を挙げやすくなり、併せて、

「孫に会える」ので仕事のやる気もアップしました。

　共働きの夫婦の場合、

仕事中に保育園から突然

呼び出される等、さまざまなプ

レッシャーを感じていると思いま

す。子のサポートと孫の世話を可能にする

「親族育児参画休暇」は、まさに時代の流れに則した休

暇制度だと感じています。

楽しみながら健康増進に取り組む職員
　日々の健康管理に役立つ健康アプリを職員へ提供し、食生活支援や運

動記録、各種情報提供のツールとして利用しています。

　当該アプリを利用し、「みんなで歩活2024秋～歩いて歩いて靴底をすり

減らせ！！～」と銘打って、社内対抗のウォーキングイベントを実施しました。

全部署・全支店から60以上のチームが参加して運動習慣への意識向上

を図りました。

国土交通大臣来訪 
　令和7年1月23日、中野大臣が住宅金融支援機構本

店に来訪されました。ご来訪の際、地域業務統括部（現：

個人営業企画部）災害融資グループから、令和6年能登

半島地震における機構の取組（被災者向け住宅再建資

金相談会の実施状況、災害復興住宅融資の受付状況

等）および災害復興支援において機構の果たす役割につ

いて紹介しました。

　現地で被災者対応に従事する北陸支店職員からは

「日々の相談会対応の様子を大臣に知っていただけたこと

は非常に嬉しかった。今後も被災者に寄り添い、災害復

興支援に尽力していきたい」という声が寄せられました。

【フラット３５】イメージキャラクター 
白石麻衣さん来訪メッセージ 
　令和6年9月住宅金融支援機構へ訪問する機会をいた

だきました。到着前は少し緊張していましたが、毛利理事長

はじめ、たくさんの職員の方に笑顔で迎えていただき、とても

嬉しかったです。

　また、若手職員の皆さんからもご質問をいただき、交流が

できて、私自身も新たな気持ちで頑張ろうと大きなエネル

ギーをもらいました。これからも【フラット３５】の魅力をお伝

えするとともに、「住まい

のしあわせを、ともにつく

る。」ために皆さまと一緒

にがんばります！�本当に素敵

な時間をありがとうございました。

皆さまのこれからのご活躍をこころから願っ

ています。

Interview

事業融資部サ高住グループ

茂 木  守

ワーク・ライフ・バランス 
　職員一人ひとりがやりがいを持ち、能力を最大限に
発揮できる職場づくりを目指し、各種休暇制度や在宅
勤務を導入し、仕事と育児・介護等の両立支援に取り
組んでいます。毎週水曜日や給与支給日はノー残業
デーとするほか、マンスリー休暇等の休暇取得を奨励
し、ワーク・ライフ・バランスの促進に力を入れています。
　あわせて、育児・介護等の理由により特定の勤務地
でなければ勤務の継続が難しい場合に一定期間当該
勤務地で勤務することができる「転勤配慮措置」等を
設け、仕事と生活の両立を支援しています。
　令和6年4月には、孫・甥・姪等の育児のために取
得できる「親族育児参画休暇」を創設し、世代を問わ
ず育児に参加し、育児への関心や理解を深める職場

環境の構築に取り組んでいます。
　また、令和6年12月には、職員が仕事と介護を両立
できる職場環境を整備するため、介護短時間勤務制
度の取得上限期間を撤廃し、介護に必要な期間は短
時間勤務を継続できるよう見直しました。
　より働きやすい職場環境を目指し、仕事と育児・介
護の両立支援を積極的に行っています。

職員のモチベーションが向上した特別な機会 
　令和6年度は中野国土交通大臣（以下、中野大臣）や白石麻衣氏の来訪が実現しました。

Interview

女優

白 石  麻 衣 氏

Close Up !

Close Up !

「住まいのしあわせ」を創出する取組

健康経営 
　機構では、職員の心身の健康を維持し、増進するた
めに各部署に健康推進担当を配置した「健康づくり体
制」を構築し、多様な人が活躍できる環境づくりに取り
組んでいます。当該取組において職員の健康管理を
経営的な視点で考え戦略的に実施する健康経営を掲

げています。
　健康経営への重要性が高まる中、機構はこの取組を
着実に進めており、特に優良な取組を実践している法
人として日本健康会議が認定する健康経営優良法人

（大規模法人部門）に2年連続で認定されました。
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チームメンバーへのインタビュー 
-検討チームではどのような活動をしましたか
中橋 :検討チーム結成後、組織・コミュニケーションの活性

化、働きやすい職場づくり等をテーマに16人のチームメン

バーで意見を出し合いました。

新田 :自分が日頃感じていることに加え、周囲の職員への

インタビューも行い、幅広く意見を集めました。集めた意見

を検討チームで議論し、内容を整理し、優先順位を決めた

んです。検討チームのみでは対応が難しい内容について

は、担当部署に協力を依頼しました。

-取組を通じて得られた成果について教えてください
都筑 :私は「サンクスメッセージの取組」を担当しました。

コロナ禍では人との繋がりを持つ機会が限られたため、コ

ミュニケーションを活性化し、感謝の気持ちを伝え合う文化

を醸成したいと思いました。取組を通じて人との繋がりを持

て、他の職員から「サンクスメッセージをもらい、業務に取り

組むモチベーションがアップした」との声を聞けて、とても幸

せでした。

中橋 :「本店部署の業務紹介資料の作成」を担当しまし

た。多くの若手職員から、キャリアプランを検討するために、

組織活性化のための人材投資等検討チーム
　組織活性化や働きやすい職場環境づくりの一環とし
て、令和6年に、本店勤務の若手職員を中心とした部
署横断のプロジェクトチーム「組織活性化に資する人
材投資等検討チーム」を結成しました。
　検討チームでは、組織活性化、働きやすい職場等を
テーマに自由に意見を出し合い、意見を集約した上で、
担当部署と連携しながら、各種改善の実現に向けて取
り組みました。検討チームのみでは対応が難しい人事
制度等の改善については、担当部署にフィードバック
し、引き続き担当部署で検討を行っています。

　このように、機構では、職員が自発的に環境を改善
する取組を行うとともに、こうした改善の取組を通じて
職員のエンゲージメント向上に取り組んでいます。

本店での業務内容や身に付くスキル等が知りたいとの声を

聞いていました。そこで、統一のフォーマットを作成し、本店

の全部署に業務紹介資料の作成をお願いすることにしまし

た。全社的な取組に携わり、達成に向けて取り組んだこと

は貴重な経験でしたし、若手職員から「参考になった!」と

いう声を聞いた時は、嬉しかったですね。

-取り組む中で感じたことを教えてください
新田 :本店ビル内の打合せスペース不足の課題等、1人

では解決できないことも、チームとして声を上げ、一歩踏み

出して行動することで課題を解決することができました。声を

上げることの大切さや目標に向けて皆で取り組むことの楽し

さを学べました。

都筑 :小さなことでも一つずつ実現することで、前進する喜

びを感じることができました。各部署の方も協力的でした。

-今後に向けてひと言お願いします
中橋 :今回の経験を糧に、周囲の意見も聞きながら何かあ

れば声を上げ、更なる組織の活性化に向けて取り組んでい

きたいと思います。

Interview

人権

独立行政法人住宅金融支援機構人権方針の策定 
　国内外で多様な価値観を尊重する意識が高まって
いるなか、機構においても人権尊重に努め多様な人
材が活躍できる環境の実現に向けた指針として、令和
7年3月に「独立行政法人住宅金融支援機構人権方
針」を策定しました。
　機構は、パーパス「住まいのしあわせを、ともにつく
る。」および経営理念を行動原則としており、それらを
実現する上で、人権の尊重を経営において取り組むべ
き重要課題として捉え、事業活動のすべてにおいて人
権尊重に努めます。
　機構の人権尊重の取組については、企業価値向上

委員会（内部統制委員会）で管理することとし、定期
的に取組状況を確認します。
　人権侵害等の組織的または個人的違反行為等、ま
たその疑いのある行為等の早期発見と是正を目的とし
て、外部通報窓口を設けています。役職員等からは内
部通報窓口（コンプライアンスヘルプライン）を設けて
通報・相談を受け付けています。
　また、全部署において、風通しのよい組織風土の醸
成をテーマとしたミーテイングを実施する等、多様な価
値観の尊重に対する意識の向上を図っています。

「住まいのしあわせ」を創出する取組

「本店部署の業務紹介資料」の一部

⚫ 職員同士で感謝の気持ちを伝え合う機会の創出
 「サンクスメッセージの取組開始」
⚫ 若手職員がキャリアプランを検討するために機構内の業務を知る機会の創出
 「本店部署の業務紹介資料の作成」
⚫ 本店ビル内の打合せスペース不足の解消
 「フロアを超えた会議室の利用ルール策定」

<検討チームのアイデアと具体的な取組の例>

審査部
個人審査企画グループ

中 橋  誠 則
財務企画部 
ＡＬＭ・財務戦略グループ

新 田  か お る

個人営業企画部 
デジタルソリューショングループ

都 筑  夏 菜 子

独立行政法人住宅金融支援機構人権方針

1  人権尊重へのコミットメント
機構は、すべての事業活動において人権の尊重に努めます。
機構は、パーパス「住まいのしあわせを、ともにつくる。」及び経営理念を事業活動の行動原則としており、
人権の尊重を経営上の重要課題と捉えて、これらを実現するために取り組みます。

2  適用範囲と期待の明示
機構は、役職員及びステークホルダーの皆さまの人権の尊重に努めます。
さらに、人権の尊重に関する機構の考えを、ステークホルダーの皆さまに伝えていくことで、
ステークホルダーの皆さまにも同様の人権の尊重を期待します。
なお、機構は、「国際人権章典」、「労働における基本的原則および権利に関する国際労働機関宣言」、
「ビジネスと人権に関する指導原則」等の人権に関する国際規範に則り、人権の尊重に努めます。

3  取組推進及び管理
機構は、事業活動を通して生じ得る人権への負の影響を防止又は軽減することに努めます。
まずは、役職員の意識の醸成を図ります。ステークホルダーの皆さまに対しても、
機構の事業活動を通して生じ得る人権への負の影響を防止又は軽減するように働きかけます。
また、機構は、問題が発生した場合は、適切に対策を講じ、管理します。

4  相談窓口の設置・対応
機構は、役職員や提供する商品・サービスが人権に対する負の影響を引き起こした、
又はこれに関与した場合は、適切な手続を通してその救済に取り組みます。
機構は、人権に関する相談窓口として外部通報窓口又は内部通報窓口（コンプライアンスヘルプライン）を設け、
この相談窓口を通して相談を受け付け、人権問題に責任をもって対応します。
これらの枠組みの中では、相談者が不利益を被ることがないよう匿名性や秘密保持について十分に配慮します。

5  人権方針の周知浸透・教育
機構は、本人権方針を役職員に周知徹底することに努めます。また、人権に関する課題の解決に向け、
役職員一人一人が人権に関する正しい理解と認識を深めることを目的に、幅広い人権研修を実施します。

6  ステークホルダーの皆さまとの対話
機構は、本人権方針に基づく取組について、関連するステークホルダーの皆さまとの対話を行うことにより、
ステークホルダーの皆さまによる人権尊重の意識が高まることを期待します。

7  ガバナンス及び機構内の体制
人権の尊重に関する取組について、理事長を委員長とする企業価値向上委員会（内部統制委員会）において管理します。
また、本人権方針は、役員会で審議した上で定められています。

8  人権方針の定期的な見直し
本人権方針は、定期的に内容を確認し、必要に応じて見直します。
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目指すべきデジタル技術の 
活用の将来像

一見  私たちは、長期ビジョンの実現を
目指すべき将来像とし、その実現のため、
「住 宅 金 融 支 援 機 構 デ ジタル 戦 略
2035」を令和7年5月に策定しました。
お客さまやステークホルダーの皆さまと
のデジタルによるつながりを最大限活
用することにより、多様な金融サービス
を安定的・効率的に提供し、ステークホ
ルダーの皆さまとの関係を深化させると
ともに、更なる負担の軽減や利便性の
向上を図りつつ、新たなビジネス価値を
創出していくことを目指しています。また、
生成AI等を活用した事務改善により働
き方と職場環境を変革し、組織の生産性
を向上させるほか、お客さまやステーク
ホルダーの皆さまへのサービスの向上
に資する取組を実施していきます。

多角的に進めた機構の 
デジタル化

一見  私は、機構内におけるITツール
や ITサービスの導入・活用推進、導入
したITツール等の運用業務等を担う部
署に所属しています。例えば、昨年、生
成AIのクラウドサービスを導入しました。
導入にあたっては、生成AIの利用マニュ
アルを整備し、職員が安全に利用できる
環境を整えました。また、職員向け生成
AI活用セミナーの開催や活用事例の横
展開等を通じて生成AIの業務活用を推
進しました。
竹部  私は一見さんと同じグループで、
機構業務のRPA（ロボティック・プロセ
ス・オートメーション）活用推進に携わっ
てきました。RPAは、定型的で繰り返し
の多い業務を自動化することで、効率を
向上させ、職員の作業負担を軽減するこ

面で行われている契約内容の説明も、
Web上の動画を視聴していただくこと
に見直しました。ペーパーレス化のみな
らず、お客さまおよびステークホルダー
である【フラット３５】取扱金融機関の
負担軽減や利便性の向上が開発の目的
で、機構が提供する共通インフラとして、
令和7年1月以降、利用を希望する金融
機関に順次導入していただいています。
竹之内  私は審査部に所属し、AI審査
モデルの導入に携わっています。現在
取り組んでいるAI審査モデルは、返済
能力を審査するものではなく、投資目的
の利用や住宅購入価格の水増しといっ
た不適正な申込みを検知することを目
的としています。このモデルは、【フラッ
ト３５】の申込内容に加え、個人信用情
報やインターネット上の情報を外部の
API連携を通じて取得し、これらの情報
を活用してAIが審査を行うことで、高精
度な審査を可能とします。現在、不適正

利用の懸念がある申込事案は職員が慎
重に審査していますが、AI審査モデルの
導入により、こうした案件を検知する精
度が向上するため、職員による審査の
件数を減らすことが期待されます。その
結果、お客さまへの回答スピードの向上
も見込まれます。
中澤  私は情報システム部に所属し、機
構と委託先の間で業務上必要なデータ
ファイルを共有することが可能なファイ
ル共有機能や、災害復興住宅融資や【グ
リーンリフォームローン】のWeb申込
サービス、機構の内部情報と外部情報
を組み合わせた機構専用の生成AIシス
テム等の構築に開発部門の立場として
関わりました。機構内の業務部門にヒア
リングし、現場のニーズに応えることの
できるシステム仕様を協力会社に依頼
し、マネジメントしながらシステムリリー
スさせることが私の役割です。

デジタル化プロジェクト担当者座談会

経営企画部 
広報グループ

田 中  慶 典

CS・事務管理部 
IT化推進グループ

竹 部  ひより

審査部 
個人審査企画グループ

竹 之 内  秀 一

個人営業企画部 
デジタルソリューション 
グループ

金 髙  美 紀

機構では、お客さまをはじめとするステークホルダーの皆さま
の負担軽減、利便性の向上を目指し、全社的にデジタル化を推
進してきました。具体的には、【フラット３５】や災害復興住宅
融資のWeb申込み、事務のIT化等に取り組みました。
今般、実際に各部署でデジタル化に携わった職員が、
デジタル化の成果や課題、今後の展望について
意見を交わしました。

とができます。各部署の定型的な業務
をRPAで効率化できないか検討し、委
託先事業者と連携しながら開発・導入・
運用を行っています。その結果、120を
超える業務でRPAが導入されています。
田中  私はプロジェクトに携わっていた
当時、財務企画部会計グループに籍を
置き、会計事務のデジタル化に取り組み
ました。その一つに、令和6年1月以降
に、請求書、領収書、契約書等を電子
データのまま保存することを義務付けた
「電子帳簿保存法」に対応したシステム
の構築があります。システム構築では、
予算の確保から契約、支払いといった
会計上の事務手続を、一本化した流れ
になるよう再構築し、電子帳簿保存法に
対応したシステムと連携させました。
金髙  私は「【フラット３５】Web申込
サービス」の開発に携わりました。マイ
ナンバーカードがあれば Web上で申込
手続を完結できます。審査通過後に対

「住まいのしあわせ」を創出する取組

情報システム部 
IT 業務グループ

中 澤  佐 穂

CS・事務管理部 
IT化推進グループ

一 見  篤 史

デジタル技術活用と
今後のDX展開
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知識を習得しながら 
プロジェクトを推進

金髙  「【フラット３５】Web申込サービ
ス」では、希望するサービスの仕組みを
協力会社にどう伝えるかが難しい問題
でした。私の所属するグループは【フラッ
ト３５】の制度や申込手続を所管する部
署ではないため、制度や申込手続のす
べてを理解しているわけではありません。
そのため、制度や申込手続の理解から
始め、関連部署からアドバイスをもらい
ながらサービスの導入を進めました。ま
た、金融機関のニーズ把握にも努めまし
た。開発内容が金融機関のニーズや現
場実務に合っているかどうかを確かめる
ため、直接金融機関にヒアリングを行い
ました。こうした取組を通じて、幅広く情
報を共有し、使いやすいサービスになる
よう努めました。
中澤  私は令和6年度から情報システ
ム部に所属していますが、私自身、ITに
関する知見があまりなく、配属が決まっ
た際には驚きました。配属後はさまざま
な業務経験を重ねることで、システム開
発では、業務部門の業務の流れや要望
を正確に把握し、協力会社に伝えること
が重要だと考えるに至りました。特に、
協力会社の作成した開発方針書や設計
書等がこちらの要望に沿った内容かど
うかを確認する作業は、慣れるまで本当
に大変でした。専門的な内容で理解す
るのが難しいですが、少しでも疑問に
思った記述は、後続の開発工程で戻り

が発生してしまうリスクがあるため、その
度に上司や協力会社に確認していまし
た。また、業務の流れについては、業務
マニュアルで確認しつつ業務部門にも
照会するとともに、システム開発やプロ
ジェクトマネジメント等の情報システム
部特有の知識については、日々の業務
だけでなく、機構内外の研修や資格の
勉強を通して補っています。
竹部  今の部署に所属するまで、RPA
をほとんど使用したことがなかったため、
どのような仕組みで動いているのかが
分かりませんでした。最初は、専門用語
や技術的な概念に戸惑いましたが、外
部研修を受講したり、周囲から具体的な
アドバイスをいただいたりすることで知
識を習得していきました。実際にRPA
の導入に携わっていくうちに、「この業
務は自動化に向いている」「この業務は
プロセスをこう見直すと自動化できる」
等を考えながら、業務に取り組むことが
できるようになったと思います。
金髙   私もデジタル化に関わるように
なってから、外部のセミナーに参加する
ようになりました。同じグループの職員
が別のセミナーに出席していたら、互い
に受講内容について共有し合っています。
竹之内  皆さん、やはり多くの苦労を
経験されているのですね。私もITは専
門外で、もともとは建築技術職として採
用されましたが、時代の流れに合わせて、
実務を通じて日々学んでいるという状況
です。デジタル技術の進展に対応する
ため、私も新しい知識を積極的に取り入
れ、業務に活かせるよう心がけています。

一見  私も生成AIの活用を推進してい
く中で、生成AIの可能性を再認識し、デ
ジタル技術を活用することで得られる新
たな視点を学びました。
田中  このメンバーの中では唯一、私
は前職でIT系の仕事に就いていました。
とはいえ、会計のことはよくわかってお
らず、業務に詳しい人に教えてもらいな
がら、どのようなシステムを構築したい
のかについて、協力会社と頻繁に打合
せを行い、各部署で実際に使ってもらい
改善点を絞り出し、システムを構築し直
すという作業を何度も繰り返しましたね。
皆さんと同じく、私も日々勉強を続けて
います。

実を結び始めた 
取組の成果

金髙   「【フラット３５】Web申込サービ
ス」は、申込手続を非対面で行えること
や、電子契約サービスにより収入印紙代
が不要になる等、お客さまにメリットが
あることを実感しています。
 また、「【フラット３５】Web申込サービ
ス」を導入した金融機関から、よりわか
りやすくて簡単な手続にするためのアド
バイスを頂戴し、サービスに適時反映し
ています。例えば、お客さまが入力する
各申込情報について、入力するべき内
容が分かりにくい場合には、補足説明を
画面上に追加して理解しやすくしました。
また、金融機関が申込情報を確認する
際、これまで見慣れた申込書の形で確
認できるツールを作りました。これによ
り、金融機関の事務処理がよりスムーズ
になりました。
竹部  RPAは定型的な作業を自動的に
処理してくれるので、その間に担当者が
別の業務に携われるようになり、「作業
効率が上がった」といった声が、導入し
た部署から届いています。また、職員が
より付加価値の高い業務に集中できる
ようになったとも聞いています。
田中  私の役割は会計上の事務手続を
一本化させるという大掛かりなシステム
再構築だったため、当初は各部署から、
「従来のやり方を大きく変える必要があ

るのか?」とか、「あまりにも違いすぎる
ので使い方がわからない」といった不
満の声が寄せられました。しかし、従来
は案件の情報が予算確保、契約、支払
いの各事務手続で連携していなかった
ため、各事務手続において案件の情報
の再入力が必要だったフローが、新たな
システム導入後は、初期登録をすると自
動的に各事務手続で情報が紐付けられ
るようになり、利便性を評価してもらえる
ようになりました。
一見  生成AIの活用では、職員から「業
務の効率化につながった」というコメン
トを多くいただきました。特に、ドキュメ
ントの草案作成等により業務の効率化
が図られたと聞いています。また、生成
AIを活用した「カイゼン」事例も複数見
られました。
中澤  プロジェクトマネージャーとして
開発に携わった生成AIシステムは、令
和7年4月にリリースされたばかりです
が、今後、機構業務の効率化に大きく貢
献すると期待されています。このシステ
ムは高いセキュリティ要件を満たしてい
ることから、文章要約や翻訳といった基
本的な機能に加え、Web検索による最
新の動向を反映した回答や、機構のマ
ニュアルや問合せ履歴等の内部情報に
基づいた回答も可能です。このシステ
ムの導入により、お客さま対応を含めて
機構の業務が、より迅速かつ円滑に進ん
でいくと思います。

現状における課題と 
今後の展望

竹部  私が担当しているRPAは、稼働
の安定性を向上させることが当面の課
題ですね。エラーが発生して処理がス
トップすると、職員が代わりに手作業で
補う必要がありますので、その分だけ作
業効率が低下してしまいます。エラーが
発生しにくい仕組みに改善し、発生した
場合も速やかに復旧していくことを意識
しながら運用しています。また、RPAを
使用するのは職員ですが、業務の効率
化や事務処理ミスの削減等が進むこと
で、結果的にお客さまの満足度向上にも

つながれば、嬉しく感じます。現状の
RPAはロボット自らが判断することがで
きないため、定型的な作業しか自動化
できません。今後、AI技術が進歩し、ロ
ボットが自ら判断・処理できるようにな
れば、さらにRPAの活用の幅が広がり、
より複雑な業務の自動化やさらなる効
率化、お客さまサービスの向上が実現で
きるようになると考えています。
一見  生成AIは、業務に活用できる範
囲が広く、非常に高い可能性を秘めて
いますので、より多くの業務で職員が日
常的に活用できる環境を整えたいと考
えています。また、特にこの分野は急速
に技術が進歩しているため、最新技術を
積極的に取り入れていくことで、お客さ
まサービスの向上や業務プロセスの改
善を目指します。一方、生成AIのユー
ザーは、倫理的な側面や虚偽の情報を
あたかも真実のように生成するハルシ
ネーションの問題等、生成AI特有のリス
クについても理解を深めていく必要が
あります。これらのリスクにも細心の配
慮を行いながら、積極的に業務への活
用を進めていきたいと思います。
金髙   「【フラット３５】Web申込サービ
ス」というインフラを構築すれば、それで
完了というものではなく、これからが大
切だと思っています。より多くの金融機
関に導入していただくためには、サービ
ス内容や操作方法の説明会を開催する
だけでは不十分です。そのため、頻繁
に金融機関を訪問し、活用法について
提案したり、現状のサービス内容につい
て意見を頂戴したりする活動に励んで
います。得られた情報をもとにアップ
デートを重ね、サービス内容の改善のみ
ならず手続自体をさらに簡易化できれ
ば、お客さまとともに金融機関の負担も
軽減できると考えています。
竹之内  先ほどお話ししたように、AI審
査モデルを導入しても、AIが検知した不
適正が疑われる案件については、職員
が慎重に審査をしています。具体的には、
申込書類や申込情報から不審な点がな
いかを確認しています。しかし、最近で
は画像認識技術が向上しており、これを
AIと組み合わせることで、人の目による
確認作業をある程度代替できる可能性

があります。つまり、AIが職員と同等の
レベルで審査できるようになれば、その
内容を職員がチェックし、承認または不
承認を判断することが可能になるので
はないかと考えています。
田中  会計事務のデジタル化について
は、私が財務企画部を離れた後もシス
テムに詳しい職員が残っていますし、幸
いなことに安定的に稼働して大きなトラ
ブルも発生していません。とはいえ、今
後も職員の入れ替わりは繰り返される
ので、開発に携わった職員が他の部署
に異動した後も円滑な運用を続けてい
くため、組織的にデジタル関連知識を底
上げするような取組も求められていると
思います。
竹之内  デジタル技術の活用は、私た
ちが実現したいことの選択肢を広げる
ための手段であり、その重要性はますま
す高まっています。自動化によってルー
チンワークを効率化することで、職員が
これまでの経験と知識を活かし、さらに
高度な業務や新たな価値創造に取り組
む時間を確保できるようになります。ま
た、お客さまサービスの観点においても、
住宅ローンの申込みがオンラインで可
能になり、契約までWebで完結できるよ
うになったことで、お客さまの利便性が
大幅に向上しました。実現したい姿を思
い浮かべることでデジタル技術の活用
がそれを可能にしてくれることがたくさ
んあることを、日々の業務を通じて感じ
ています。今後もデジタル技術の活用
を進めることで、お客さまやステークホ
ルダーの皆さまの負担を軽減し、利便性
を高めることを目指してまいります。

「住まいのしあわせ」を創出する取組
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「ともに、寄り添い続ける」
　今や当たり前のように使われる言葉、「被災された方に

寄り添う」。その意味するものは具体的に何なのか?全国

各地で住まい再建支援に当たってきた約10年、自問自答

を繰り返してきました。

　市町村役場等に「足を運んでもらう相談」から仮設住

宅や自宅等に「足を運ぶ相談」へとアウトリーチ化の推進

に努めてきたこと。被災世帯が抱える多岐にわたる課題を

解決するため、さまざまな「得意技」をお持ちの建築士、

地盤判定士、弁護士等と連携した相談態勢を模索し続け

てきたこと。被災世帯に関する情報を一切持ち得ない機

構が、再建資金でお困りの方へと確実に繋がるために、

「地域支え合いセンター」（被災市町村が設置する見守り

支援拠点）との連携を切り拓き、ともに被災世帯を支援し

続けてきたこと。

　それら全ての挑戦は、「寄り�

添うとは具体的に何なのか?」、思

い悩み、考え抜いた先にありました。そして、

やっと辿り着いた組織の枠を超えて皆が手を取り合う被災

者支援の手法こそが、「災害ケースマネジメント」そのもの

であったことに気づきました。

　「被災された方に寄り添うとは?」、今もなお明確な解を

見つけられてはおりませんが、最後の一人が住まいの再建

を果たされるその日まで、我が機構は、「同志」の皆さまと

手を取り合い、被災された方々に最後までともに寄り添い続

けていくことを、ここにお約束します。

地域の住宅政策課題の解決に向けて 
地方公共団体や地域の金融機関の皆さまと連携
　地方公共団体は、住宅に関するさまざまな課題を抱えて

います。機構は、課題解決に向けて、住宅取得支援という

観点で貢献しています。

　空き家問題に対しては、平成30年に【フラット３５】地

域連携型に空き家対策の分野を設け、空き家の利活用支

援に取り組んできました。さらに、課題解決に向けた機構の

役割が別にあるのではないかと思い、商品・サービスの枠

組みにこだわることなく、機構が培ってきたネットワークを活か

した取組が必要だと考え、空き家に関する情報を集約した

「空き家関連情報サイト」を開設

しました。全国の地方公共団体や金融機関の皆さまにご

協力いただきサイトを開設できたことに大変感謝しています。

　今後、より有益な情報を発信できるよう、情報の拡充を

行っていきます。

ステークホルダーとの連携 

地方公共団体等との連携による政策課題への対応
住宅取得支援を通じた政策課題解決の取組
　住まいを取り巻く地域の政策課題解決に向けて、地
方公共団体と連携しています。例えば、【フラット３５】
地域連携型は、地方公共団体が子育て支援、空き家対
策等の施策として実施する住宅取得時の財政的支援
と併せて【フラット３５】の借入金利を一定期間引き下
げることで、住宅取得を支援し、政策課題の解決に貢
献しています。制度開始から8年を経た現在は、全国
707先の地方公共団体と連携しています。

空き家活用に向けた一元的な情報発信
　機構では、地方公共団体および金融機関と連携して、
令和6年1月に「空き家関連情報サイト」を開設し、空
き家の所有者や活用検討者の方が必要とする情報を
一元的に情報発信しています。

　本サイトは、全国264先の地方公共団体の助成制
度等、全国91先の民間金融機関の空き家対策に関す
るローン商品、機構の商品および空き家バンク掲載物
件に関する情報が集約されており、市区町村単位で情
報を一覧することができます。

住まいの再建における官民協働による支援
「ともに手を取り合う」
　災害が激甚化・頻発化する中で被災者支援は行政
だけでは限界があり、官民を問わずさまざまな活動主
体が連携して支援を行うことが不可欠となっています。
機構も災害で失われた「住まいのしあわせ」を取り戻
していただくため、組織を挙げて住まい再建支援に取
り組んでおり、金融機関や建設業界団体等の関係機関
とも深く連携しています。
　とりわけ、「災害協定」を締結している被災地方公共
団体との連携は、機構の住まい再建支援の中核です。
機構は、住宅金融公庫の時代から積み上げてきた災
害対応の経験・知見を全ての被災地方公共団体に提
供し、住まい再建支援策の早期整備を支援するととも
に、新たな被災者ニーズを踏まえた追加支援策の必要
性等を協議しています。また、内閣府、厚生労働省が
推進する「災害ケースマネジメント」（官民連携の被災
者支援の手法）についても、これまで全国各地で数多
くの取組に参画してきた経験・知見を活かし、早期導
入を支援しています。
　更に、実際に「災害ケースマネジメント」の取組に参
画し、再建資金の面で課題を抱えている方々に対して、
発災直後から、被災地方公共団体と連携した資金計
画相談の機会を提供し、一人ひとりの事情や意向に
沿った資金計画を提案しています。

　機構では、発災直後の被災地や、今もなお復興道半
ばである東日本大震災や平成28年熊本地震の被災
地等においても息の長い相談会のご提供に努めてお
り、被災された方々に最後まで寄り添い続けます。
　また、住宅事業者不足等を背景とした「住宅価格の
高騰」や「工期の長期化」といった早期の復旧・復興
を阻む重い課題が顕在化していますが、東日本大震災
以降、安全面やコスト面で配慮がなされた「復興住宅
モデルプランの提案」が被災各地で行われており、機
構も、当該取組に積極的に加わることで、復興住宅の
建設を資金面から支援しています。

Interview

個人営業企画部 
住まい再建支援部長

林  憲 政

関係機関との連携・支援

Interview

個人営業企画部 
営業企画グループ

八 木  紘 平

「住まいのしあわせ」を創出する取組

能登半島地震等で被災された方への
高齢者向け住宅ローンチラシ

「いしかわ型復興住宅」
モデルプラン集
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調査研究の側面から機構が果たす役割
　住宅金融支援機構は調査研究にも積極的で、生活経

済学会をはじめ各方面でその成果を発信されています。共

同で行った今回の金融ジェロントロジーに関する調査研究

は、高齢者の住環境改善における課題と金融面からの解

決策を提言するもので、学会関係者からも高い評価を得て

います。

　公正中立な公的機関である機構が公表するさまざまな

市場調査データは、住宅・金融業界関係者はもちろんのこ

と、大学機関の研究者等に

とっても有用なものとなっていま

す。

　時代の変化に応じて、新たな住ま

いの課題が生まれていきます。機構がこれからも住宅ローン

商品の提供に加えて、住宅・金融市場に関する調査研究

の側面からも貢献され続けることを期待しています。

海外機関との連携強化 
　令和6年6月にウクライナ住宅金融公社（UFHC）と住宅金融を通じた復興支援および両国におけるアフォーダブル住宅とサ

スティナブルな住宅金融の発展を目的とした協力覚書を締結しました。

　本覚書に沿って令和7年3月にウクライナ経済省とUFHC�が共催したFirst�Affordable�Mortgage�Forumのパネル

ディスカッションに参加し、戦後の復興過程における日本の住宅政策等を説明しました。

　令和7年2月にベトナム宅建業協会㈱不動産投資促進コンサルティングセンターと両国における住宅市場・住宅金融に関す

る情報収集・調査での協力を目的とする協力覚書を締結しました。本覚書に基づき機構はベトナムの住宅市場等のデータを収

集しています。

 調査対象：全国の木造軸組工法・新築一戸建て住宅・2,633件

太陽光発電設備を搭載 
しやすい屋根形状へ

太陽光発電設備を効率的に設置しやすい「片流れ」屋根が前回調査に比べ増加しました。

平屋の増加 近年の住宅価格の増加や世帯構成の変化を背景に、平屋の割合が増加しました。

その他
⚫�国によるＺＥＨ水準住宅への補助金創設や、令和5年度実施の【フラット３５】の省エネルギー基準要件化等を背景
に断熱材の厚みの増加や開口部の断熱性能の向上がみられました。

⚫�資材高騰を背景に、材料費や輸送コストで優位な管柱が選択されるようになり、通し柱のない住宅の割合が増加しました。

国際対応

Interview

名古屋学院大学経済学部教授

上 山  仁 恵 氏

住宅金融に関する調査

時宜にかなった社会に役立つ調査 
「金融ジェロントロジー」等の調査研究
　金融ジェロントロジー（金融老年学）の新たな領域と
して「高齢者×住まい×金融」の切り口から大学教授と
共同で調査研究に取り組み、学会等に発表しています。
　また、国民の金融リテラシーの向上に向けた取組機

運が高まる中、金融リテラシーと住宅ローンの選択行
動に関する研究等にも取り組んでいます。
　機構では、皆さまの住まいのしあわせにつながるよ
う、社会情勢に応じた調査研究成果を広く発信してい
ます。

令和5年度【フラット３５】住宅仕様実態調査
　機構では、最近の戸建住宅の仕様に関する実態を
調査・分析し、機構の技術基準や「住宅工事仕様書」
にその成果を反映させ、住生活の向上を図ることを目
的とした住宅仕様実態調査を行っています。
　これまでの調査により準耐火（省令準耐火）構造の
住宅の増加やべた基礎の普及拡大、管柱の寸法におい

て10.5㎝が主流になってきたこと等を把握できました。
　今回の調査では平屋の増加や屋根形状の変化等が
みられました。

ベトナム/ベトナム宅建業協会㈱との協力覚書締結式

Close Up !

「住まいのしあわせ」を創出する取組

Close Up !

ウクライナ/経済省・UFHC共催フォーラムへの参加

≳詳しくはこちら≳
住宅仕様実態調査報告
https://www.jhf.go.jp/about/research/
tech_flat35_siyou.html

地上階数

屋根の形状

海外インフラ展開法等に基づく 
調査・研究・情報提供等
海外インフラ展開法に基づく取組
　海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進
に関する法律（平成30年法律第40号）（海外インフラ
展開法）および海外社会資本事業への我が国事業者
の参入の促進を図るための基本的な方針（基本方針）
に基づき本邦事業者の海外展開につながる取組を
行っています。令和6年度は基本方針に基づき相手国
における人材育成支援、海外調査等を行いました。
　令和6年10月にインドネシア共和国の公共事業・
住宅省（PUPR）、財務省、第二次抵当公社（SMF）、
公共住宅貯蓄管理庁（BP Tapera）および国営貯蓄
銀行（BTN）の職員向けに日本の住宅政策、【フラット
３５】のビジネスモデル等につき情報提供を行い、日
本の住宅および住宅金融制度等への理解を深めまし
た。
　また、ベトナム社会主義共和国における住宅市場お
よび住宅金融に関する基礎的調査を実施し、調査結
果を国土交通省住宅局主催の住宅産業海外展開支
援セミナーおよび機構のサイトで令和7年3月に発表
しました。

海外の機関との連携強化・情報提供等の取組
　機構においては、情報交換、協力支援等を目的とし 
て各国の関連機関との連携強化等を行っています。令
和6年6月にはウクライナ住宅金融公社（UFHC）と住
宅金融を通じた復興支援等を目的とした協力覚書を
締結し、令和7年3月に同社開催の会議で講演を行い
ました（詳細は下記Close Up!参照）。その他、令和6
年度の主な取組実績は以下のとおりです。
● マレーシア国立抵当公社（Cagamas）と研修、情報

交換等を両国においてそれぞれ実施
● ドイツで開催された国際住宅金融連合（IUHF）総会

で住宅金融を活用した耐震住宅取得促進、災害復興
住宅融資等について講演

● パキスタン・イスラム共和国で開催されたアジア証
券化機関連合（ASMMA）の総会に参加し、日本の
住宅金融に係る情報提供および住宅ローンの二次
市場の発展等に係る意見交換を実施

● カンボジアで開催された第5回日カンボジア都市開
発・不動産開発プラットフォーム会合に参加

● ベトナム宅建業協会㈱不動産投資促進コンサルティン
グセンターと協力覚書締結（詳細は下記Close Up !
参照）

● フィリピンで開催されたMortgage Market Global 
Summit 2025において講演
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証券化市場における機構の役割
　平成13年3月に当時の住宅金融公庫が初のMBSを

発行しました。私募の形態が多かった当時の我が国の証

券化市場において、MBSの公募発行は市場の透明性を

高めることに大いに貢献しました。例えば、日々公表される

MBSの時価は流通市場で参考とされ、セカンダリー取引

の活性化につながりましたし、住宅ローンに関するさまざま

なデータが開示されたことによって、証券会社はこれらの

データをもとにこぞって期限前償還モデルを構築しました。

また、MBSが債券インデックスに組み込まれると、銀行や

生損保といった機関投資家に

加えて投資信託や年金の運用

対象にもなり、投資家層が拡大しま

した。このような経緯に加え、20年以上毎

月発行してきたことを踏まえると、機構のMBSが日本の証

券化市場のベンチマークとしての礎を築いたと言えましょう。

グリーンボンド（MBS）の発行
　機構では、国内外のESG投資への関心に応えるべく、

平成31年1月に国内初となる住宅ローンを資金使途とする

グリーンボンド（SB）の発行を開始しました。また、令和2

年12月に閣議決定された総合経済対策において政府保

証が措置されたことを踏まえ、令和3年6月からはグリーンボ

ンド（政府保証債）を発行しています。また、投資家の皆さ

まからのご要望に応え、当

機構の主要な資金調達手

段であるMBSにおいても、

令和7年度下期からグリーンボン

ドの発行を予定しています。

啓発イベントへの出展 
　 令 和6年10月、東 京ビッグサイトで 開 催され た
「GOOD LIFE フェア2024」に【フラット３５】ブース
を出展し、環境に配慮したＺＥＨや省エネ住宅等のパ
ネル展示を行いました。

　会期中には、タレントの藤本美貴氏をゲストに迎え、
ファイナンシャルプランナーの高山一恵氏による「住宅
ローンの選び方」セミナーを開催しました。

Interview

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 
チーフ証券化アナリスト 

宮 坂 　 知 宏  氏

資金調達

　平成13年3月の初回債発行以降、国内最大のMBS
発行体として累計約36兆円を発行してきました。四半
世紀にわたる歴史においては、リーマンショックや東
日本大震災、日本銀行による異次元の金融緩和等、
様々な金融市場の変化がありましたが、投資家の皆さ
まとの対話を重視し、市場のニーズを反映することで、

安定的な機構MBSの発行に努めてきました。「金利の
ある世界」への移行によって金融市場は新たな局面を
迎えていますが、IR活動等を通じて投資家の皆さまの
声を確認しつつ、市場環境の変化に対して柔軟な対応
を行うことで、機構MBSのベンチマーク性を高め、日
本の証券化市場の更なる発展に貢献していきます。

脱炭素社会の実現に向けた取組 

グリーンボンドの発行
　機構は【フラット３５】Ｓ（ＺＥＨ）等の提供を通じて、
省エネルギー性の高い住宅の普及に取り組んでいま
す。投資家の皆さまにこの取組を周知するとともに、
資金調達の面からサポートいただくことを目的として、
ＳＢおよび政府保証債においてグリーンボンドを発行

しています。グリーンボンドについては、これまで累計
1 .3兆円発行し、255件の投資家の皆さまに投資を表
明していただきました。今後もグリーンボンドの発行を
通じて、政府目標である2050年カーボンニュートラル
の実現に貢献していきます。

Interview

市場資金部 
債券発行グループ

重 田  大 輔

セミナーの様子

「住まいのしあわせ」を創出する取組

環境への取組
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ガバナンス
　機構は、国の政策実施機関としての機能の最大化を
目指している中で、気候変動への対応は重大な経営課
題と位置付けています。気候変動によるリスクと機会、

それらに対応するための方針等について、個別のリス
ク管理委員会および役員会において審議等を行い、
モニタリングをしています。

戦略

【フラット３５】の省エネ基準要件化等
　2050年カーボンニュートラルの実現に向けた国の
取組として、令和7年度から全ての新築住宅に省エネ
基準適合が義務付けられています。【フラット３５】では、
国の取組に先駆けて、2年前倒しの令和5年4月以降

の設計検査申請分から、省エネ基準への適合を利用
要件としました。
　また、【フラット３５】Ｓの金利引下げ制度を通じて、
省エネルギー性に優れた住宅の普及に取り組むこと
で、CO2排出量削減に貢献しています。

グリーンボンドの発行
　省エネルギー性に優れた住宅を対象とした住宅
ローン債権の買取代金を資金使途とするグリーンボン
ドを発行しています。
　また、令和3年度に発行した国内初となる政府保証
付きグリーンボンドについても、令和6年度も引き続き

発行しています。令和6年度に新規で発行したグリーン
ボンドおよび政府保証付きグリーンボンドによるCO2削
減効果は、年間7 ,147トンとなりました。

（注）  試算方法:発行額見合いの融資実行件数×現在の平均的な省エネ性能水
準の住宅と比較した場合のCO2削減量

  現在の平均的な省エネ性能水準の住宅のCO2排出量等については、機構
サイトをご覧ください。

【グリーンリフォームローン】
　断熱改修工事や太陽光発電設備設置工事等、断熱
性・省エネルギー性を高めるリフォーム工事を行う場
合に利用できる個人向け住宅の省エネリフォーム専用

ローン【グリーンリフォームローン】により、新築住宅だ
けでなく、既存住宅についても、建築物の省エネル
ギー性向上による2050年カーボンニュートラルの実
現のための取組を推進しています。

子育て世帯向け省エネ賃貸住宅建設融資等
　機構は、政策上重要で民間金融機関では対応困難
な分野への融資の1つとして、子育て世帯に必要な住
戸規模と優れた省エネルギー性を有する賃貸住宅の
供給を促進するための建設資金の融資を行っています。

　また、まちづくり融資（長期事業資金）およびサービ
ス付き高齢者向け賃貸住宅建設融資について、長期
優良住宅または機構の定めるZEH基準を満たす住宅
を対象として金利を引き下げることにより、賃貸住宅等
の省エネルギー性向上に貢献しています。

グリーン住宅金融に関する国際的な普及
　海外社会資本事業への我が国事業者の参入の促進
に関する法律（平成30年法律第40号）に基づき、機
構では、省エネルギー性に優れた住宅の普及やグリー

ンボンドの発行等に関する知見を活かし、海外の団体
に対する研修を行うことによる人材育成支援等に取り
組んでいます。

資金運用におけるESG 投資
　資金運用にあたって、信用力等の安全性を踏まえた
上でESG債（環境や社会問題に対応するプロジェクト
等のための資金調達手段として発行される債券）を優
先的に購入できる運用枠を設けています。

　これにより、グリーンボンドの発行による資金調達だ
けでなく、資金運用においても気候変動対応を意識し
た取組を進めています。
　令和6年度は、石川県、京都市等の発行したグリー
ンボンド（計60億円/26先）を購入しました。

リスク管理
　気候変動リスクに関する物理的リスクおよび移行リ
スクについて、その特定、計測および評価に取り組み

（P.70参照）、これらの内容について個別のリスク管理
委員会および役員会において審議等を行っています。

指標・目標
　機構は、令和4年度に「独立行政法人住宅金融支援
機構がその事務および事業に関し温室効果ガスの排
出の削減等のため実行すべき措置について定める計
画」を策定しました。
　同計画では、公用車への電動車導入、LED照明の
導入、再生可能エネルギー電力の調達等に取り組むこ
とにより、令和12（2030）年度までに温室効果ガス
の総排出量を平成25（2013）年度比で50%以上削
減することを目標として掲げています。
　令和6年度は、本店ビルの電力について再生可能エ
ネルギー電力を調達したこと等から、温室効果ガスの

総排出量を平成25（2013）年度比で-74 .6%まで
削減しています。
　今後も前記目標を意識し、毎年度の温室効果ガスの
排出量についてモニタリングをしていきます。また、【フ
ラット３５】Ｓを通じた省エネ住宅の普及促進による
CO2排出量の削減効果についても、継続的にモニタリ
ングをしていきます。

※1  令和6年度における新築住宅に係る【フラット３５】および【フラット３５】Ｓ
各プランの申請件数をもとに算出。【フラット３５】および【フラット３５】Ｓ各
プランのCO2排出量等の詳細については、機構サイトをご覧ください。

※2  令和6年度と令和10年度の【フラット３５】申請件数を同一と仮定。【フラッ
ト３５】の申請件数に占めるＺＥＨ等水準住宅の割合が、国の「エネルギー
基本計画」において示されている適合率の目標を、第五期末時点において
一定に上回るものとして試算（国の適合率の進捗によって数値が上下する
可能性があります。）。

（注） 上記グラフは、環境省と経済産業省が策定したサプライチェーンを通じた
温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインに基づき、機構におい
て使用したエネルギーの使用量からCO2排出量を算出したもの

TCFD 提言への対応

　2050年カーボンニュートラルを目指す国の取組を踏まえ、機構は、気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）の提言に対し、令和4年6月に賛同しました。TCFDが提言する開示基礎項目ごとに取組を定め、定期的に
ブラッシュアップを図っています。機構における開示基礎項目ごとの現在の対応状況は、以下のとおりです。

事業活動に伴うCO2排出量（Scope1,	Scope2）

第五期中期目標における定量目標
「新築住宅に係る【フラット３５】の申請件数に占めるＺＥＨ基準の水準の技術基
準を満たす住宅に係るものの割合」を達成した場合のCO2削減効果（試算）

「住まいのしあわせ」を創出する取組

2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取組
カーボンニュートラル
宣言

建築物省エネ法等の改正
（令和4年6月）

新築住宅
省エネ基準適合義務化

新築住宅
ZEH水準確保

住宅ローン
減税

2020 2022 2023 2024 2025 2030令和2 令和4 令和5 令和6 令和7 令和12

令和4年

ZEH水準省エネ住宅・省エネ基準適合住宅
借入限度額の上乗せ

令和6年

省エネ基準適合住宅以上
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令和4年10月
S（ZEH）の創設・S（省エネルギー性）の基準強化

令和4年10月
【グリーンリフォームローン】の創設

令和5年4月
新築住宅「省エネ基準」要件化
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物理的リスクの計測

【フラット３５】等の担保物件が、気候変動による洪水の増加によ
り、被災し毀損した場合に機構が被る損失額を計測した結果、機
構の財務への影響は限定的であると考えています。

移行リスクの計測

【フラット３５】等の対象としている住宅について、二酸化炭素排出
価格の引上げ（炭素税の導入等）やZEH基準の水準の省エネ性
能の確保義務化等による建築・購入価格の変化が想定されます
が、機構の財務への影響は限定的であると考えています。
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コーポレートガバナンス 

ガバナンス体制 
　機構では、独立行政法人としての基本的使命と社会
的責任を認識し、独立行政法人通則法等に基づき、透
明性・効率性の高い経営に取り組んでいます。また、
高い倫理観と見識を持ち、業務の健全性および適切
性を確保するためにガバナンス体制の強化に取り組ん
でいます。
　独立行政法人通則法および業務方法書の規定に基
づき、内部統制基本方針をはじめとして、機構の業務

の適正を確保するための内部統制に関する規程等を
整備しているほか、内部統制を推進し、更には企業価
値の向上について組織横断的に審議を行う場として、
企業価値向上委員会（内部統制委員会）を設置してい
ます。

≳詳しくはこちら≳
コーポレートガバナンス
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/corp_governnance.html

事業運営審議委員会について 
　住宅金融支援機構は、【フラット３５】をはじめとする多

様な金融サービス機能を活かし、住宅金融市場において

先導的かつ模範的な役割を果たしています。そのような機

構の取組の一助となれるよう、事業運営審議委員会では

活発な意見交換を行ってきました。

　私自身も、これまでの委員会において、経済学や公共政

策学等における知見や経験を踏

まえて、カーボンニュートラルの実現

に向けた取組の重要性やデジタル化の推

進等について、ささやかながら意見を申し上げています。

　これからも私たち委員は、外部有識者としての知見を活

かし、機構が政策実施機関としてさらに充実した取組がで

きるよう積極的に後押しを行っていきます。事業運営審議

委員会の活動が、機構の更なるプレゼンス向上に寄与する

ことを心から期待しています。

事業運営審議委員会
委員会の設立と目的
　事業運営審議委員会は、独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）
に基づき、外部有識者である委員によって事業運営の
妥当性について審議する場として設置されました。委
員については、同閣議決定の中で「中立的立場の外
部有識者により構成される」との定めがあり、機構と
特段の利害関係がなく、かつ機構業務に関係の深い
金融、経済、公共政策等の専門家から5名を選定して
います（任期:2年）。
　同委員会は、原則として年2回、前年度の業務実績
や決算等について審議することを目的とした夏の委員
会と、当該年度の業務の実施状況、次年度の予算案等
について審議することを目的とした冬の委員会を開催
しています。
　なお、委員会の審議の概要等は機構サイトで公開し
ています。

委員会の活動内容と成果
　事業運営審議委員会は、平成26年度の設置以降、
令和6年度末までに計23回開催しました。機構では
委員からいただいた提言を基に、事業体制や事業内
容を検討し、より進化すべくさまざまな取組を実施しま
した。

　これまでの委員会では、機構からの情報発信強化、
職員のエンゲージメント向上、内部統制の強化、事業
継続計画の進化、デジタル技術の活用等について審
議しています。
　令和6年度においては委員会を2回開催し、「令和5
年度決算および業務実績の概要等」、「令和6年度の
取組等」、「第V期中期目標」および「令和7年度予算
案等の概要」について審議が行われました。

今後の展望
　事業運営審議委員会は、機構の経営の健全性を確
保するとともに、自律的で透明性・効率性の高い経営
に資するために、重要な役割を果たしています。今後
も委員会を通じていただいた提言を踏まえ、「住まい
のしあわせを、ともにつくる。」存在でありつづけるた
め、新たな挑戦を止めることなく邁進していきます。

国民の評価

事
業
運
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を
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国土交通大臣・財務大臣 独立行政法人評価制度委員会評価の点検

検
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委任検査評価、事務・事業の見直し

監
査

金
融
庁
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）
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選任任命

報告
監査

報告

信用リスク管理委員会

監査部

CS委員会ALMリスク管理委員会

等情報セキュリティ委員会事務管理委員会

その他委員会

理　事　長

本　支　店

副理事長・理事

監

　事コンプライアンス委員会

企業価値向上委員会
（内部統制委員会）

役員会

Interview

東京大学副学長

大 橋  弘 氏 

企業価値向上委員会（内部統制委員会）
　企業価値向上委員会は、理事長を委員長、全役員

（監事を除く。）を委員とし、機構全体および部署ごと
の内部統制の推進に関する具体的な取組である企業
価値向上取組実施計画を策定・点検することに加え、
組織横断的に検討すべき企業価値の向上に資する事
項の審議等を行うことを目的としており、原則として年

2回開催しています。
　令和6年度は、企業価値向上取組実施計画の策定・
点検に関する内容のほか、機構の将来のありたい姿を
示す長期ビジョン「住宅金融支援機構 Vision 2035」
を実現するための具体的な施策等、企業価値の向上
を目的とした多様な議論を実施しました。

事業運営審議委員会　委員一覧	 （令和7年4月1日時点）

氏　名 職　業

大槻　奈那 名古屋商科大学大学院教授
ピクテ・ジャパン株式会社シニア・フェロー

大橋　　弘
東京大学副学長
東京大学大学院経済学研究科教授
東京大学公共政策大学院教授

齊藤　広子 横浜市立大学国際教養学部教授

水島　　正 株式会社コンサルティング・ワン代表取締役社長

柳川　範之 東京大学大学院経済学研究科・経済学部教授

� （五十音順�敬称略）

「住まいのしあわせ」を創出する取組

ガバナンス
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トップリスクの特定・見える化
　機構では、リスクをより大局的、本質的に捉えるため、10

項目のトップリスクを定めています。

　また、この10項目のトップリスクそれぞれに、経営層が認

識している課題やリスクの種類ごとに想定される事例を分か

りやすくまとめた主要リスク事例をひも付け、整理しています。

リスクを特定するプロセスでは、経営層とのディスカッション

を重ねながら、時間をかけて丁寧に、合意形成を進めまし

た。そのため、とりまとめまでに相当な労力を要したのは事

実ですが、機構が国民の皆さまからの理解と信頼を得なが

ら着実に事業を遂行していくために、組織としてトップリスク

を特定し、役職員への「見える化」を実現することができ、

大きな達成感を得ることができました。

　社会・経済情勢等が目まぐるしく変化する昨今において

は、機構の事業運営上のリスク事象も変化していきますが、

今後も経営層との対話等

を通じて、直面するさまざまな

リスクについて想像力を働かせて

迅速かつ適切に捉え続けていきます。

コンプライアンス

≳詳しくはこちら≳
コンプライアンス
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/compliance.html

≳詳しくはこちら≳
反社会的勢力への対応
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/antisocial_forces.html

反社会的勢力への対応
　機構では、暴力団等の反社会的勢力との一切の関
係を排除するため、反社会的勢力との対決をコンプラ
イアンス憲章に盛り込んでいます。また、反社会的勢
力に対する基本方針を定めて機構サイトに掲載してい
るほか、反社会的勢力対応規程およびマニュアルを整
備しています。

　反社会的勢力との取引が判明した場合および反社
会的勢力による不当要求がなされた場合は、経営陣お
よび反社会的勢力対応統括部署であるコンプライアン
ス・法務部に迅速かつ適切に報告・相談する態勢を
整備しています。また、不当要求への対処に関する職
員向け研修の実施、警察等関係機関との連携等にも
取り組んでいます。

リスク管理

　機構では、経営の健全性を維持し、国民の皆さまか
らの理解と信頼を得られるように、業務上発生し得るさ
まざまなリスクを適切に管理する態勢の整備に取り組
んでいます。具体的には、リスク管理基本規程を策定し、
リスク管理の目的、各リスクの特定・定義、管理体制・
手法、管理の実施状況の監査等、基本的な体系を定め
ています。各リスクの具体的な管理手法等については、

信用リスク管理規程等のリスク管理に関する諸規程で
定めています。
　これらに基づき、住宅ローン等の事業の特性を踏ま
えたリスク管理を実施するとともに、機構の業務・特
性を踏まえ、各リスクを総体的に把握・評価することに
よる統合的な観点からのリスク管理を行っています。

リスク管理態勢 
　機構では、リスクの種類を信用リスク、保証リスク、
保険引受リスク、市場リスク、運用先等信用リスク、流
動性リスクおよびオペレーショナルリスクに分類してい
ます。また、経済情勢等の大きな変化があった場合は、
必要に応じて新たに管理すべきリスクを特定すること
としています。
　これらのリスクを定性面・定量面から適切に管理す
るために、各リスクの管理を担当する役員・部署を定
めています。
　各リスクのうち、信用リスク、保証リスクおよび保険

引受リスクに関する事項は信用リスク管理委員会にお
いて、また、市場リスク、運用先等信用リスクおよび流
動性リスクに関する事項はALMリスク管理委員会に
おいて、それぞれ審議し、必要に応じて役員会でも審
議しています。
　さらに、各リスクを統合的な観点から管理するため
に、各リスクの計量結果、管理状況等を全体として把
握・評価し、定期的に役員会に報告しています。

≳詳しくはこちら≳
リスク管理の体制図
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/risk_management.html

　さらに、取引の契約書には反社会的勢力に対する排
除条項を盛り込み、暴力団のみならず、暴力団を中核
とする反社会的勢力が不正に融資等を受けるために

利用する暴力団の共生者等とも一切の関係を排除す
ることとしています。

コンプライアンス活動
　機構では、コンプライアンスの基本理念としてコンプ
ライアンス憲章を定めているほか、遵守すべき法令や
ルール、社会的要請、業務にあたり留意すべき事項等
を掲載したコンプライアンスマニュアルを作成し、全役
職員に周知徹底を図っています。
　また、コンプライアンスに関する実践計画として、年
度ごとにコンプライアンスプログラムを定めています。
同プログラムの具体的な取組として、全役職員を対象
としたコンプライアンスドリル、職場単位で実施するコ

コンプライアンス態勢
　機構では、理事長を委員長、全役員および関係部長
を委員等とするコンプライアンス委員会を設置し、コン
プライアンスに関する重要な方針等について審議・決
定しています。
　また、コンプライアンスの統括部署としてコンプライ
アンス・法務部を設けるとともに、全部署にコンプライ
アンス活動推進担当を配置しています。
　加えて、機構内におけるコンプライアンス上の違反
行為等（人権侵害やハラスメントも含みます。）を未然
に防止することを目的に、職員が通報できる窓口とし
て内部通報窓口（コンプライアンスヘルプライン）を、
外部の方が通報できる窓口として外部通報窓口を設置
しています。

　通報の受付にあたっては、通報者の匿名性や寄せ
られた情報の機密性を確保し、通報したことで不利益
が及ばないよう内部規定で定めています。

ンプライアンスミーティング※、社内LANを活用した情
報提供等を実施し、職員一人ひとりがコンプライアン
スの本質を理解し、自律的に考え、行動することを目指
しています。
　また、同プログラムについては、その実施状況を四
半期ごとに開催するコンプライアンス委員会で点検・
検証し、必要な見直しを行った上で次年度のプログラ
ムを策定する等、着実に取組を進めています。　　

※ コンプライアンスに関する身近なテーマを題材とした、ケースメソッド方式等
による少人数での双方向の職場討議

トップリスク	※�以下の項目に対応するリスク

相談・通報内容
の報告

相談・報告 チェック・指示

内
部
通
報
窓
口
・
外
部
通
報
窓
口

コンプライアンス活動推進担当（各部署に配置）

相談・報告 チェック・指示

コンプライアンス・法務部

報告 指示

コンプライアンス委員会（委員長：理事長）

各業務所管部署・各業務部門

Interview

リスク統括部 
統合・ALMリスク管理グループ

盛 田  大 彰

コンプライアンス態勢

コンプライアンス憲章（抜粋）

1 法令、社会規範等を遵守し、適切
な業務執行に努めることにより、国
民の信頼を確保します。

1.�法令、社会規範等の遵守
2.�積極的かつ公正な情報公開
3.�厳正な情報管理
4.�反社会的勢力との対決

2 お客さまの「安心」と「満足」を徹
底的に追求します。

1.�総合的な住宅金融サービスの提供
2.�適切かつ十分な説明
3.�お客さまの声への真摯な対応

3 役職員一人ひとりの人格を尊重
し、働きやすい職場環境の確保に
努めます。

1.�人格・個性の尊重
2.�働きやすい職場環境

⚫組織のあり方� ⚫財務状況
⚫ビジネスモデル� ⚫DX・イノベーション
⚫社会通念・価値観の変化� ⚫気候変動
⚫不適切・不正な行為、不作為
⚫システム障害、サーバー攻撃
⚫パンデミック、経済危機、大規模災害、国際情勢の変化等
⚫人材育成等

「住まいのしあわせ」を創出する取組
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情報セキュリティ 

　近年、ランサムウェアによる被害が巧妙化しており、
不審メールを開封しないことに加え、開封時における
迅速な対応が求められています。機構では、外部有識
者である最高情報セキュリティアドバイザーと連携の
上、令和6年度情報セキュリティ対策推進計画に沿っ
た、役職員に対する情報セキュリティに関する注意喚
起、情報セキュリティ事故発生時の対応から学ぶミー
ティング等の研修、標的型攻撃メール訓練等を定期的
に実施することにより、情報セキュリティリテラシーの
維持・向上を図りました。

　また、全支店の若手職員等を対象とした情報セキュ
リティ等に関する研修、階層別研修（新規採用職員、
入構2、3年目職員、新任副調査役、新任調査役、新
任管理職等向け）、情報セキュリティ担当部署の専門
知識を有する職員が構成員となっているJHF-CSIRT

（JHF Computer Security Incident ResponseTeam）
向けの最近時のサイバー攻撃の傾向を踏まえた研修
等、役割に応じた情報セキュリティの知識向上に資す
る取組を実施しました。

≳詳しくはこちら≳
情報セキュリティ
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/info_security.html

内部監査

　機構では、理事長直属の監査部を設置し、ガバナン
ス、リスク・マネジメントおよび内部統制に関するプロ
セスの妥当性および有効性について、独立した客観的
な立場から評価・検証を行っています。
　また、限られたリソースでも有効かつ効率的な監査
を実施するため、リスクベースの内部監査を実施する
とともに、オフサイトモニタリング（諸会議の傍聴、内
部管理資料の収集等）を実施しています。

　これらによって得られた監査結果を、理事長および
役員会に報告した上で、課題については改善を促し、
対応状況をフォローアップしています。
　また、監査人の監査スキル向上のための育成計画
の策定や研修の実施、内部監査の国際基準への適合
性等について外部評価を受ける等、監査品質の確保
にも取り組んでいます。

個人情報保護

　機構では、高度情報通信社会における個人情報の
保護および適切な管理の重要性を深く認識し、保有す
る個人情報を適切に取り扱うこととし、個人情報の保
護に関する法律（平成15年法律第57号）その他の諸
規範を遵守しています。
　また、プライバシーポリシー（個人情報保護方針）を

策定するとともに、個人情報漏えい等の未然防止や意
識向上を目的として、役職員向けの個人情報取扱ルー
ル等の研修、過去に発生した個人情報漏えい等事案
の全社的周知、金融機関等の業務委託先への実地点
検等を実施しており、個人の権利利益の保護のために
誠実かつ積極的に取り組んでいます。

内部監査における気づきをきっかけとした見直し　―人権方針の策定―

機構では令和7年3月に「独立行政法人住宅金融支援機構人権方針」を策定しました。
この人権方針の策定は、監査結果の提言を受けた関係部署が前向きに取り組むことで実現しました。

1.監査部は機構におけるリスクを把握
　近年、多様性への配慮を欠いた発言や発信により、社

会的な非難を受ける事案が世間では散見されています。機

構も【フラット３５】をはじめとする各融資メニュー等につい

て、広報・広告を行っていますが、その際に、多様性への

配慮を欠いた内容を発信してしまうリスクがあるのではない

かと考え、令和5年度に「広報・広告における多様性への

配慮」をテーマとする監査を行いました。

2.監査を実施して現場実態を把握
　本支店で職員インタビューを行った結果、広報・広告を

作成する際には、多様性について一定に配慮が意識されて

いたものの、組織内に統一的なルールがないこと等の課題

を認識しました。

3.監査結果 ―改善に向けた提言―

　把握した現場実態を踏まえ、監査部はコンプライアンス

事業継続計画（BCP）

　機構では、大規模な災害が発生した場合や感染症
が流行した場合にあっても、お客さまをはじめとするス
テークホルダーの皆さまへの影響を最小化し、機構の
基本的使命と社会的責任を果たすために、平成20年
度に住宅金融支援機構事業継続計画を策定しました。
同計画では、災害発生時や感染症流行時に役職員が
とるべき行動手順や対応本部・対策本部の役割・設
置等について定めています。
　また、毎年の訓練や被災・感染症流行の想定の見 
直し等を通じて同計画の更なる充実に取り組んでおり、
令和6年度は「南海トラフ地震臨時情報」が発表され
た際の機構の対応について策定しました。

事業継続計画に関する取組事例

訓練の実施

避難訓練、SNSを含む複数の連絡手段を用意し
た安否確認訓練、徒歩帰宅（又は参集）訓練を
実施

自然災害等の発生時において業務を遂行するた
めの業務継続マニュアルに基づく訓練を実施

重要な会議等については、対面形式に加え、
Web会議を活用

備蓄・電源確保

役職員の3日分の飲食料等に加えて、お客さまの
分も想定した10%増の飲食料等を備蓄

業務継続に必要となる最小限の電力確保が可能
となる非常用発電設備に加えて太陽光発電・蓄
電池を導入

感染症流行時の対応 テレワークおよび時差勤務を行う体制の維持

≳詳しくはこちら≳
事業継続計画（BCP）
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/bcp.html

等所管部署と議論し、多様性への配慮について更なる取

組充実のため、次の4点の提言を行いました。

【多様性配慮に向けた提言】

①�広報・広告を作成する際に多様性への配慮の観点を確

認する仕組みの整備

②�多様性への配慮に関する役職員向け研修の充実

③�多様性への対応に関する組織方針の明確化と浸透

④�機構業務全体における多様性配慮の取組の実施

4.関係部署による取組 ―人権方針の策定まで―

　監査部の提言を受け、コンプライアンス等所管部署は、

ジェンダーや多様な性を含む人権全般に関する組織方針

の具体的な内容の検討と、役職員の人権配慮の具体的

行動の規定化に取り組みました。

　人権方針は、その後、組織内の議論を経て、令和7年3

月に策定しました。

機構における3線型リスク管理態勢

「住まいのしあわせ」を創出する取組

Close Up !

業務執行
部署 監査部

業務所管
部署

理事長

役員会

監査結果報告

監査計画承認

監査・オフサイト
モニタリング

モニタリング

［1線］ ［2線］ ［3線］

監査結果報告監査・オフサイトモニタリング
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令和6年度のカイゼン大会 
　職員のカイゼン活動に対する意識の向上および各
部署のカイゼン事例の横展開を図るため、カイゼン大
会を開催しました。同大会では、各部署がカイゼン事
例をエントリーし、その中から職員投票等により優秀事
例を選定・表彰し、機構内で事例を共有しています。
　令和6年度の大会では、新たに導入した生成AIサー
ビスの利用を促進するために、生成AIサービス活用
に関するカイゼン事例の表彰枠を新たに設けるととも
に、表彰式ではアバターによる司会進行や遠藤功氏に
よるビデオメッセージ等のデジタル技術を活用し、デジ
タル化に関する職員の意識向上を図りました。

住宅金融支援機構のカイゼン活動 
　住宅金融支援機構は平成24年度から10年以上に亘り

「カイゼン活動」を地道に粘り強く継続し、組織内に根付か

せてきました。その初期の頃から私はその取り組みを応援

団のひとりとして見てきました。

　民間企業でも改善の取り組みは行われていますが、その

多くはなかなか定着せず、やらされ感が蔓延している例が多

いです。一方、機構の取り組みは現場の主体性を上手に

引き出し、小さな成功体験を積み重ねることによって「みん

なで当たり前のようにカイゼンする」という組織能力へと昇華

させています。独立行政法人でも「カイゼン」の取り組みに

よって卓越した現場力を獲得することができるのだということ

を証明しています。

　令和6年度の取り組みはとりわけその内容が大きく進化し

ています。AI等の先端テクノロジーを活用することによって

現場ならではの困り事・問

題を現場自らが知恵を出し、

解決に導いています。

　実は、「カイゼン」と先端テクノロジーは

きわめて親和性が高いです。機構のように高い「カイゼン」

能力を持つ組織は、現場がテクノロジーをツールとして効

果的に使い、業務改革や新たなサービスの創出を主導す

ることができます。

　「カイゼン」に終わりはありません。機構にはこれからも

独立行政法人のフロントランナーとして良いお手本を示し

続けてほしいです。

≳詳しくはこちら≳
カイゼン活動
https://www.jhf.go.jp/about/organization/
value/efficiency.html

● 2050年カーボンニュー
トラルの実現

● 地方公共団体と連携した
被災者支援、子育て支援
等

● 2050年カーボンニュー
トラルの実現

● 地方公共団体と連携した
被災者支援、子育て支援
等

新たな国の
政策課題等への対応

カイゼン活動
デジタル化の推進

（IT化等）

カイゼン活動
デジタル化の推進

（IT化等）

効率化
機構の
既存事務

機構の
既存事務

組織余力の
創出

カイゼン活動

カイゼン活動の目的
　カイゼン活動は、業務の効率化・事務ミス防止・職
場環境改善を通して、お客さま目線でのCS向上およ
び国の政策課題等へ対応するための組織余力を創出
することを目的としています。
　機構が効率的かつ効果的な業務運営等を行うため
には、業務に係る不断の見直しが必要不可欠であるた
め、各職員一人ひとりによる自発的なカイゼン活動に
引き続き取り組んでいきます。

Interview

株式会社シナ・コーポレーション 
代表取締役

遠 藤  功 氏

受賞部署への表彰

「住まいのしあわせ」を創出する取組

令和6年度カイゼン大会表彰事例
　業務の効率化および業務品質の向上に大きく寄与した最優秀事例とし
て、次の3事例を表彰しました。
⚫マンションすまい・る債におけるオンライン振込みの開始!
⚫生成AIを活用した、外国籍のお客さまに対する督促状作成
⚫ 不適正利用事案に係る全額繰上償還請求手続の変更により大幅な事

務処理期間の短縮&事務負荷軽減!

コーポレートデータ

組織概要

設 立 平成19年4月1日

目 的

一般の金融機関による住宅の建設等に必要な資金の融通を支援するための貸付債権の譲
受け等の業務を行うとともに、一般の金融機関による融通を補完するための災害復興建築物
の建設等に必要な資金の貸付けの業務を行うこと等により、住宅の建設等に必要な資金の円
滑かつ効率的な融通を図り、もって国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与します。

資 本 金 6,949億5,842万円（令和7年3月31日時点、全額政府出資）

役 職 員 数 943人（令和7年4月1日時点）

業 務 証券化支援業務、住宅融資保険等業務、融資業務等

店 舗
本店:〒112-8570　東京都文京区後楽1-4-10
支店:全国の主要都市に8店舗

買取債権等残高
22兆156億円（令和7年3月31日時点）
（うち買取債権:18兆1,047億円）

役員および組織図 https://www.jhf.go.jp/about/organization/sosiki.html

■ お客さまコールセンター
 営業時間 9:00〜17:00 （祝日、年末年始を除き、土日も営業しています。）
 ⚫フラット３５、機構融資、技術基準に関する電話相談

 通話無料 0120-0860-35 

 ⚫災害融資等に関する電話相談
　 災害専用ダイヤル（被災された方専用のダイヤル）

 通話無料 0120-086-353
　   ※ご利用いただけない場合（海外からの国際電話等）は、次の番号におかけください。（通話料金がかかります。）

     TEL：048-615-0420

ハロー フラット３５

■ 住宅金融支援機構Webサイト
 https://www.jhf.go.jp

本店
支店

札幌市

仙台市

名古屋市

大阪市

金沢市

高松市
広島市

福岡市
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機構の全体像 価値創造ストーリー 「住まいのしあわせ」を創出する取組
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https://www.jhf.go.jp/about/organization/value/efficiency.html


住まいのしあわせを、ともにつくる。
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